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UNHCR での IC/R 説明 

UNHCR に対して IC/R の説明を行う。Kabribeyah

給水施設の調査は UNHCRとの協働作業が不可欠。 

IC/R 協議 

2012 年 4 月 5 日に IC/R 説明･協議。ソマリ州の

C/P が主に参加。4 月 6 日に M/M が締結される。 

 

物理探査作業(1) 

新規水源確保のため、ジャラル渓谷で物理探査を

実施（VES 探査）。渓谷の様子がよくわかる。 

物理探査作業(2) 
同じく少し台地側で物理探査のうち TEM 電磁探査

を実施する。サボテンの中で奮闘している。 

No2 井戸の洗浄作業 

ジャラル渓谷内の井戸は 2 本実施し、計 10L/ｓ以

上の地下水を得た。これは洗浄作業の様子。 

掘削現場での ESTV 撮影 

エチオピアソマリ放送を通じてソマリ州におけ

る初めてのJICA援助の紹介を掘削現場で行った。 

2012 年 4 月～9 月 
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Kabribeyah 給水施設 

送水ポンプ場でのパイプ内のスケール付着につ

いて協議している。スケール除去は課題の一つ。 

Godey 市給水施設 

貯水タンクの状況、左が 1959 年建設 150m3
、右

端は2010年の水局1000m3
のタンク。共に使用中。 

 

シェベレ川沿いの地層 

シェベレ川沿いの給水施設付近で見られる段丘

礫層と下位の地層。礫層の層厚は 1.7m 程度。 

SRWDB 内の機材ワークショップ 

メンテナンスワークショップ内の状況。修理用の

発電機はあるが、系統的な修理はなされていない。 

UNESCO ワークショップ 

ソマリ州において UNESCO はマッピングや技術

トレーニングを実施。作業のデマケを検討。 

難民キャンプ地 

JICA カメラマン撮影中の Kabribeyah 難民キャン

プ、16000 人以上の人口を有する。給水対象地。 

2012 年 4 月～9 月 
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パイロットプロジェクト(給水施設工事(1)) 

ジャラル渓谷内での給水施設工事により完成し

た発電機小屋。小屋の中に、発電機がセットされ、

外の水中ポンプと接続する。 

 

第 1 回ステアリングコミッティの開催 

関係機関に対して Steering Committeeをジジガ市内

Hamdaホテルで開催。23名参加。PR/Rの内容を中心

に、今後の方針について討議を行った(11月 1日)。 

 

パイロットプロジェクト(給水施設工事(2)) 

ジャラル渓谷給水システムのポンプ場のサーフ

ェイスポンプ設置状況。JICAより中継ポンプ場と

ﾌﾞｰｽﾀｰポンプ場に全部で 3台供与された。 

 

 

パイロットプロジェクト(給水施設工事(3)) 

Kabribeyah市周辺でのロバやヤギやラクダ等の家畜

のために Kabribeyah 市での給水施設工事により新

たに建設された家畜用水飲み場。 

パイロットプロジェクト(給水施設工事(4)) 
Kebribeyah市及び Godey市の各 5箇所の建設工事

で完成した公共水栓。 

パイロットプロジェクト(給水施設工事(5)) 
Kabribeyah 市での給水施設工事により完成した

貯水槽。 

2012 年 10 月～2013 年 2 月 
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住民組織水管理組合(WASHCO)への研修 

Godey 市で給水施設の運営維持管理の研修がトレ

ーナーに NGO(Save The Children)メンバーを招い

て実施された(1月 29日)。総勢 35名参加。 

 

給水施設の機械設備／維持管理研修 

州水資源局内ワークショップで、給水施設関連機

械の座学/現場研修を開催(12 月 3-6 日)。エンジン

(発電機)の稼動原理等の内容など。C/P24 名参加。 

 

運営維持管理 - 水利用実態調査 

Godey 市でランダムに抽出した個別家庭を対象

に水利用の実態に係る簡易調査を実施。目的別水

利用と雨季乾季の水使用量の違いなど情報収集。 

 

社会経済調査 - インタビュー調査 

Godey 市内で家計支出に係る社会経済に関するイ

ンタビュー調査を行った(11月 16日)。 

機材調達 - 緊急給水用の貯水槽の供与 

緊急給水実施のため、給水車 5 台の他、10t 用貯

水槽 150個を供与。2月下旬には 76個が緊急を要

する woreda(郡)に優先的に配布された。 

 

 

環境社会配慮 - ロバで水運搬/販売し生計を
立てる人々 
Godey 市内ではロバを利用し市内へ水売りをする

小売業者が多数存在。新規給水施設の建設との関

係を調査した。 

 

2012 年 10 月～2013 年 2 月 
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カウンターパート(C/P)会議の開催 
実施機関であるソマリ州水資源局のC/Pとの IT/R

の共有化のため、C/P 会議が Hamda ホテルで開催

された。 

 

第 2 回ステアリングコミッティの開催 
関係機関 26 名の参加で Steering Committee がジジ

ガ市 Hamdaホテルで開催された。IT/Rの内容や課題

について協議を行った。 

 

Godey 市給水施設工事の竣工式の実施 
Godey 市で給水施設工事により 5 箇所の公共水栓

と貯水槽が新たに設置され、CP機関の Godey市給

水事務所へ施設が移管された。 

 

 

Kabribeyah 市給水施設工事の完工式の実施 
ジャラル渓谷給水システムの改善のための給水施設

工事が実施され、Kabribeyah市に 5箇所の公共水栓

と貯水槽が設置された。 

 

 

リモートセンシング/GIS の利用技術指導 
SRWDB において IT/R の中のリモートセンシング

/GISに関する個別技術支援が行われた。 

2013 年 3 月～2013 年 4 月 

Godey 市の JICA ミッション団の訪問 
Godey 市給水事務所の C/P と共に今後の課題につ

いて協議を行った。 
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Godey 市給水計画策定への実施可能性調査 
Godey 市で給水計画策定の為の実施可能性調査が

行われた。シェベレ川からの取水ポイント及び

Godey市内の配管ルートを現地で C/Pと協議した。 

ジャラル渓谷内 JICA 井戸周辺の案内板 
パイロットプロジェクトでジャラル渓谷で掘削し

た新規井戸 2箇所のとなりに案内板を設置した。 

パイロットプロジェクトで設置した井戸利用 
パイロットプロジェクトで掘削した井戸を利用す

る前に Kabribeyah市までの配管の通水試験が実施

された。 

 

住民組織水管理組合(WASHCO)への研修(1) 
Kabribeyah 市で給水施設の運営維持管理の研修

が総勢 35名の参加で実施された。 

 

住民組織水管理組合(WASHCO)への研修(2) 
Kabribeyah 市での WASHCO 研修参加者は地区別で

各 7 人、全 5 地区住民がWASHCO の組合員とし

て選出された。 

 

モバイルワークショップ車輌資機材-技術指導 
モバイルワークショップ車輌に搭載する資機材の使

用方法及びその管理に係る技術指導が州水資源局内

ワークショップにて実施された。 
 

2013 年 3 月～2013 年 4 月 



 

 

1. 調査概要 
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1 調査概要 

1.1 はじめに 

本プロジェクトでの最終報告書は 2011 年 12 月 23 日にエチオピア連邦民主共和国（以

下エチオピア国）と国際協力機構（以下 JICA）により合意・署名された討議議事録（以

下 R/D）に基づいて「エチオピア国ジャラル渓谷及びシェベレ川流域水資源開発計画策

定・緊急給水プロジェクト」の 2013 年 7 月末までの最終の調査結果をまとめたものであ

る。JICA は、本業務遂行のために 14 名の団員（のち 1 名追加）からなるコンサルタント

チームを調査団として組織した。この調査団よる業務は 2012 年 3 月から開始し、2013 年

8 月に終了した。業務はエチオピア国のカウンターパート（以下 C/P）機関等との密接な

連携を通じて実施される。 

1.2 調査の背景 

エチオピア国東部を含むアフリカ大陸北東部の「アフリカの角」と呼ばれる地域では、

元来降雨量の少ない乾燥・半乾燥地が大半を占め、干ばつや食糧危機の発生しやすい脆

弱な地域である。同地域では、2010年10月頃の大雨季の降雨量が少なかったことに加え、

2011 年 4 月頃の小雨季にも十分な降雨が得られず、2010 年後半から 2011 年 9 月頃まで

に過去 60 年で最悪と言われる干ばつ被害が発生した。エチオピア農業省が援助機関と共

同でまとめたところでは、国内で 457 万人が食料不足で人道援助を必要とする状態とな

り、その内の約 80％がソマリ州等の標高が低い地域の住民である。また、ソマリ州にお

ける給水率は 59.7％（都市部 64.0％、村落部 49.0％）と全国平均の 68.5％（都市部 91.5％、

村落部 65.8％）（2011 年データ、以上 UAP より）と比較して低く、恒常的な給水ニーズ

が大きい。特に、今回のような干ばつ時には給水ニーズが急増するが、水資源開発及び

管理を担当するソマリ州水資源局（Somali Regional Water resources Development Bureau: 

SRWDB）の体制及び技術力は十分でなく、これらの給水ニーズに対応できていない。援

助機関や NGO が給水施設の建設・修理、給水車による緊急給水等多くの支援を展開して

はいるものの、依然として十分ではない。以上のような状況を改善していく上で、短期

的には、今次の干ばつによる緊急的な給水ニーズへの対応、及び断続的に発生する干ば

つへの対応能力の強化が求められている。また、中長期的には、給水事業計画を策定し、

これに沿って効率的・効果的に水資源開発を進めていくことが必要となっている。この

状況に対し、JICA は対象地域における干ばつの状況、給水ニーズ、必要とされる協力内

容等を調査するための基礎情報収集・確認調査を行った他、調査結果に基づき、エチオ

ピア国関係機関と必要となる協力内容に係る協議を実施した（2011 年 10 月~11 月）。上

記により、エチオピア国政府は我が国に対し、水資源の開発可能性が高いジャラル渓谷

とシェベレ川流域における水資源開発計画の策定支援、及び緊急給水支援に係る協力を

要請した（2011 年 12 月）。この要請に基づき、JICA は事業の実施内容についてエチオ

ピア国関係機関と協議し、その内容を R／D にまとめ、署名・交換した（2011 年 12 月）。

調査のはじめには、Inception Report（以下 IC/R）を提出協議し、エチオピア国側の要望

も取り入れ会議議事録（以下 M/M）をエチオピア国側と調査団で取り交わした（2012 年
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4 月）。 

1.3 調査の目的と概要 

本調査は、ジャラル渓谷及びシェベレ川流域において、既存情報の収集･分析、自然条

件調査及び社会条件調査等から得られる情報をもとに給水計画を策定することを目的と

する。併せて、ソマリ州全域の水理地質情報の整理、Kabribeyah 市及び Godey 市を中心

としたソマリ州の緊急給水及び SRWDB 等エチオピア国関係機関の能力強化の実施を目

的とする。 

調査による期待される成果およびそれに呼応する調査活動は以下の通りである。 

（1）本調査実施により期待される成果 

1） ジャラル渓谷及びシェベレ川流域における水資源の利用可能性が評価される。 

2） ジャラル渓谷及びシェベレ川流域における給水計画が策定される。 

3） C/P の給水計画策定能力が向上する。 

4） Kabribeyah 市における給水状況が改善する。 

5） Godey 市給水システムの F／S が実施される。 

6） 緊急給水用資機材の供与により、ソマリ州全域の緊急給水体制が整備される。 

 

（2）プロジェクトの活動 

上記（1）の成果を出すために本業務においては以下の主な活動を実施する。 

1） 水資源開発可能性調査による水資源開発可能性の把握 

2） 給水計画策定による具体的な給水改善計画の提案 

3） 緊急給水工事による現状給水状況の改善 

4） 短期技術研修による関連職員の能力強化 

 

以上をまとめると、本業務は図 1.1に示すとおりに概観することができる。すなわち業

務内で上記（2）の活動を行うことにより、業務終了時には（1）の成果が発現する。そ

のうち、具体的に策定された給水改善計画をエチオピア国側の関係者が、短期および中

長期研修で獲得した知識・技術を活用しながら実施することにより目的を将来的に達成

するというものである。 
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給水計画策定
水資源開発可能性

調査
緊急給水プロジェク

ト実施

短期技術研修

(3) 本業務の活動

(2) 本業務実施の成果

・平常時の給水状況の改善　　　　・緊急時の給水能力の向上

(1) 将来の成果

・策定した給水計画による給
水施設の建設
・中・長期研修の継続

ソマリ州による中長期の実施

ジ
ャ

ラ
ル

渓
谷

と
シ

ェ
ベ

レ
川

地
域

の
給

水
計

画
・水資源利用可能性評価図

・２都市と16郡の給水計画

・C/P能力向上

・Kabribeyah・Godey市給水改善

・ゴデ市給水システムF/S実施

・緊急給水体制改善

 

図 1.1: 業務の概観図 

1.4 調査の範囲 

本調査は、2011 年 12 月 22 日に JICA と水エネルギー省（Ministry of Water and Energy: 

MoWE）が締結した R/D に基づき実施されるものであり、調査目的を達成するために実

施方針や留意事項を踏まえつつ、以下の表 1.1に示すような業務の内容を実施した。成果

は各種報告書にまとめる。 

表 1.1: 主な活動内容 

主要な活動 対象地域・組織 作業内容 
ジャラル渓谷 給水計画 
シェベレ川流域 

目標年次：2015（当初計画）、その後 2020（ステアリングコ

ミティ後に決定） 
 両地域に含まれる全ての郡を対象に郡毎に策定（全 17

郡）、その後 16 郡に変更 
 Kabribeyah 市と Godey 市は詳細内容を策定 

ジャラル渓谷 水資源ポテンシャル

調査 シェベレ川流域 
地下水利用可能性図（縮尺 25 万分の１以上の大縮尺）作成

緊急給水 
（パイロット 

プロジェクト実施） 

 
ジャラル渓谷 
（Kabribeyah 市）

1)ジャラル渓谷給水システム改善 
 新規井戸（200m 程度）建設（2 本） 
 給水システムの送水ポンプ交換（3 台） 



エチオピア国ジャラル渓谷及びシェベレ川流域水資源開発 独立行政法人国際協力機構 
計画策定･緊急給水プロジェクト（業務実施報告書） 国際航業株式会社  

  

 1-4

  公共水栓（人、家畜用）の建設（各 5 箇所）、中間報告

段階で人用公共水栓 2 箇所追加。 
 新規井戸でのポンプ小屋建設と水中ポンプと発電機の

設置 
 新規井戸の給水システムへ接続のための配管 

Godey 市 
2)Godey 市給水システム改善 
 策定した給水計画の F/S の実施 
 給水車の供与（1 台） 
 給水車配水用の給水ポイント（5 箇所）建設 

1) 緊急給水用資機材調達と供与 
 給水車（4 台） 
 給水ポイント用貯水槽（150 個） 
 塩素剤（3600m3分） 
 モバイルワークショップ（3 台） 

緊急給水 ソマリ州全域 

2)上記機材有効利用のための技術指導実施 
 緊急給水時のモバイルワークショップの利用方法の指

導 

水資源情報の整備 ソマリ州全域 収集した水理地質情報を整備し、将来的に利用出来るよう

まとめる。 

エチオピア国関係者

の能力強化 
州水資源局職員 

市水道局職員 

水資源公社技術

者 

給水施設の運転・運営方法 
機材・設備のメンテナンス 
井戸掘削に関わる能力強化 

主な基本方針に沿った活動内容を整理すると次のようになる（図 1.2、図 1.3参照）。 

3) 緊急給水1) 水資源開発可能性調査 2) 給水計画立案

基本方針１：ソマリ州の緊急、恒常的な給水ニーズへの貢献

干ばつ対策の緊急処理
能力向上

主な成果

・地下水利用可能性評価図
・水資源利用可能性評価図

・水資源情報図

Kabribeyah市
（ジャラル渓谷）

短期：井戸掘削とポンプ設置
に伴うパイロットプロジェクト

の実施と給水計画
中長期：給水計画による恒久

的な給水施設建設

Godey市（シェベレ川流域）

短期：パイロットプロジェクト
とF/Sの実施結果を盛込ん
だ給水計画立案と一部給水

施設の建設
中長期：給水計画による恒

久的な給水施設建設

主な活動

　　　　下記資機材の供給
・給水車、
・給水タンク、
・塩素剤、
・モバイルワークショップ

ソマリ州全域：
・既存資料収集
・リモートセンシング
・GISデータ整理

対象流域：
・地形･地質･水文調査
・物理探査
・井戸掘削と揚水試験
・水質調査

　　　　　　　　Kabribeyah市（ジャラル渓谷）：
・施設予定地の測量、
・パイロットプロジェクトの実施（ジャラル渓谷給水システム
改善、井戸掘削、ポンプ交換、公共水栓建設）

　　　　　　　　　Godey市（シェベレ川）：
・施設予定地の測量、
・パイロットプロジェクトの実施（給水システムF/S、給水車
供給、給水ポイントの建設）

16郡とKabribeya市、Godey市：
・給水計画の策定、
・給水施設の運営維持管理計画の策定、
・社会経済調査、経済財務評価、環境社会配慮、
・実施計画の策定

 

図 1.2: 基本的な方針に沿った作業内容 
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基本方針2：ソマリ州水資源局や水道関係者の能力強化

SRWDBの組織 水資源公社など水道事務所の組織

短期：メンテナンスワークショッ
プが整理され簡単な修理がで
きる、モバイルワークショップ

が活用できるようになる

中長期：給水施設の運営維持
管理（技術、ソフト）で指導的な

役割が果たせるようになる

短期：簡単な修理ができ
る、水道料金の徴収の簡
単な方法が実施できる

中長期：給水施設の運営
維持管理（技術、ソフト）が
事務所で実施できるように

なる

主な活動

短期：効率的な掘削方法が
身に着く

中長期：トラブルシューティン
グに対応でき、また地質に対
応した掘削ができるようにな

る

・技術者の技術レベルの確
認、
・メンテナンスワークショップを
利用した実地研修の実施、
・現状を把握し中長期的な研
修計画の立案

・現況の給水施設の状態と技
術者等のレベルの確認と精
査を行い実地研修を行う、
・現状を把握し中長期的な研
修計画の立案

・今回の井戸掘削現場での
掘削研修の実施、
・揚水試験時の研修実施、
・EWTECの研修への参加を
調整

めざす主な成果

 

図 1.3: 能力強化に関する内容 

1.5 調査実施計画 

図 1.4のように 2012 年 3 月上旬に調査を開始し、2013 年 8 月下旬に終了した。また図 

1.5には各作業を時系列で示した業務実施の詳細フローチャートを掲載した。 

図 1.4: 概略工程

契約年次

調査年度 2011

暦　　月 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8

現地調査

国内調査

レポート

第1年次

2012 2013

国内準備作業

第一次国内作業第一次現地調査

第二次現地作業

▲
IC/R

▲
P/R

▲
IT/R

▲
DF/R

▲
F/R

第二次国内作業
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1.6 調査範囲と対象地 

1.6.1 調査範囲 

業務対象地域は、緊急給水に関する事業はソマリ州全域、給水計画と水資源開発可能

性調査に関してはジャラル渓谷地域のサブベーズンおよびシェベレ川流域地域のサブベ

ーズンである。また、給水計画の一部として実施するパイロットプロジェクトの工事は

Kabribeyah 市と Godey 市で行った。これらの地域および市の位置を以下の図に示した。

それぞれの調査対象となるサブベーズンの範囲も以下の図 1.6の通りである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1.6: 調査範囲図 

1.6.2 対象都市と郡 

調査対象都市と郡は前述のように、当初は Kabribeyah市と Godey市を含む 17郡であり、

17 郡のうち 5 郡は 4 月に調査が始まって新しい郡として名前が登録された。そのため、

新郡はソマリ州内での位置的な情報もかなり曖昧であり実際の流域区分を地形的に行っ

ジャラル渓谷流域 

シェベレ川流域 
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たところ流域外になる郡も出現した。対象となる郡の位置図は前述したが、対象とした

郡の名称等は以下の表 1.2の通りである。なお上述の流域外の郡は Marsin であり、今回

の給水計画立案から除外した（ただし Marsin は社会経済調査を実施して位置が確定した

こともあり、社会経済調査のデータは入手した）。またプログレスレポート時に安全上

の問題でローカルコンサルタントも立ち入れなく調査ができなかった郡は Doba wein で

あったが、第 1 回の運営委員会で水局の強い要望もあり、近接地域の情報を利用して今

回の給水計画を立案した。よって対象郡は表のように 16 郡（うち新郡は 4 郡）である。 

表 1.2: 調査で対象とした郡 

Survey Area Zone Target Woredas
Associated 
new woreda Remark 

Fafan Kabribeyah   
Araarso Jarar Dagahbur  
Birqod 

 

Shaygosh 
Kabridahar 

Jarar valley 

Korahe  

Doba wein 

 Marsin: 流域外 

East Ime 
Adadle 
Danan 
Godey 
Kalafo 

Shebele 

Mustahil 

Beercaano  Shebele sub-basin 

Afder West Ime Rasso  

Note: the spellings of woreda names followed those in the administrative map and list of woredas obtained from 

BoFED.  

 

1.7 調査団とエチオピア国メンバー 

1.7.1 調査団 

JICA 調査団は、以下の国際航業㈱の松本俊幸を総括とした 15 名の団員からなる。日本

からの各団員と分野については、以下に示す表 1.3の通りである。 
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表 1.3: JICA 調査団 

名前 分野 出身国 

松本 俊幸 総括/水資源開発 日本 

安田 直樹 副総括/運営維持管理 日本 

石井 賢一 給水計画1/施設設計 日本 

坂本 大祐 給水計画2/積算 日本 

木原 茂樹 水理地質/水質 日本 

藤澤 成一 水理/水文 日本 

石川 次男 物理探査 日本 

雷 沛豊 リモートセンシング/GIS 中国 

石井 完 機材設備 日本 

田中 正利 井戸掘削 日本 

升村 章司 社会経済調査/経済財務調査 日本 

宇田川弘勝 環境社会配慮 日本 

高畑 正美 機材調達1/営繕 日本 

坂井 健介 機材調達2 日本 

山本 陽介 業務調整/水資源開発補助 日本 

 

1.7.2 エチオピア国側のメンバー 

a. C/Pと関連機関 

エチオピア国側の主な関連機関は、責任機関の MoWE、実施機関の SRWDB であり、

とくに MoWE は水セクター及び能力強化局（Waters Sector and Capacity Building 

Directorate）の局長が当プロジェクト責任者及び運営委員会議長となり、SRWDB の局長

と副局長（給水コアプロセス及び給水管理･水資源調査･管理コアプロセス担当）がそれ

ぞれ C/P の事業部長と副部長となる。また、SRWDB の職員は調査団の C/P として表 1.4

のような対応をとっている。 

表 1.4: C/P メンバーと JICA 調査団 

Study Team C/P  

Expertise Name Name Position 

Mr. Mohamed A Bihi 

 

Water Supply Scheme 
Management (WSSM) 

CP Owner 

Team Leader/Water 
resources development 

Toshiyuki 
MATSUMOTO 

Mr. Mohamud Shele 

 

Study and Design Case 
Team 

Sub-leader/O&M and 
management 

Naoki YASUDA Mr. Solomon 
G/Esgeber 

 

WSSM CP 

Water supply planning 
1/Facilities design 

Kenichi ISHII 

Mr. Mohamed Yusuf 
Construction and 

Supervision Case Team 
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Water supply planning 
2/Cost estimation 

Daisuke 
SAKAMOTO 

Mr. Abdi Muhumed

(CSCT) Leader of Water 
Supply (WS) CP 

Hydrogeology/ Water 
quality 

Shigeki KIHARA Mr. Ali Mohamed 

 

Water Resources Study 
& Management (WRSM) 

CP Owner 

Hydrology Shigekazu 
FUJISAWA 

Mr. Wondisen 

 

Study & Design Case 
Team (SDCT) Leader 

Geophysical survey Tsugio ISHIKAWA Mr. Antene 

 
SDCT of WS CP 

Remote sensing/GIS Peifeng LEI Mr. Fuad Hassen Deputy Head of SRWDB

Mechanical equipment Tamotsu ISHII Mr. Siad Abdi 

Mr. Abdi Mohamed
WSSM CP 

Well Drilling Masatoshi TANAKA Mr. Ahmed Tahir CSCT of WS CP 

Socio-economic survey and 
social and financial survey 

Shoji MASUMURA 
Mr. Aydrus WSSM CP 

Social and environmental 
consideration 

Hirokatsu 
UTAGAWA 

Mr. Elyas CSCT of WS CP Owner

Procurement/logistical 
support 

Masami TAKAHATA
Mr. Mukhter 

Finance and 
Administration SP 

Coordinator/assistant to 
water resources 
development 

Yosuke 
YAMAMOTO 

Mr. Ahemednur 
Abdulahi 

 

WSSM CP 

注）上記表は 2013 年 3 月時点、当初リストと変更がある。 

 

情報共有や作業の調整を行う対象としては他に表 1.5のような関連機関がある。 

表 1.5: 関連機関 

機関名 所掌及び本プロジェクトにおける役割 

水エネルギー省

（MoWE） 

・エチオピア国全体の水資源開発・管理を所掌する。 

本プロジェクトでは、エチオピア国側の責任機関として、関係機

関の取りまとめ、既存データ・情報の提供、機材の通関・免税手

続き等を行う。  

ソマリ州水資源局

（SRWDB） 

・ソマリ州における水資源調査及び管理を所掌する。 

本プロジェクトでは、実施機関として各分野におけるカウンター

パートを配置し、プロジェクトチームと協働によりプロジェ クト

活動を実施する。  

難民及び帰還民事務局

（ARRA） 

・エチオピア国全体の難民及び帰還民支援を所掌する。 

難民キャンプにも給水するジャラル渓谷給水システムの改善を行

う際に、難民キャンプへの支援という観点から、ARRAとの調整も

必要となる。  

ソマリ州防災対策局

（DPPB） 

・ソマリ州における災害に対する緊急支援を所掌し、干ばつ時の

緊急給水をおこなう。  

緊急給水の実施主体として、能力強化の対象として本プロジェク

トに関わる。 

ソマリ州水資源公社 ・井戸掘削、建設工事、濯漑工事を受注により実施している。 
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本プロジェクトでは、本公社に対し、井戸掘削能力の強化支援を

行う。 

ジャラル渓谷水道事務

所 

・ジャラル渓谷給水システムの運営・維持管理を所掌する。  

ジャラル給水システムの改善時に、協働作業により職員の能力強

化を行う他、同システムの継続的な使用のため、運営・維持管理

に係る能力強化も行う。  

ゴデ市水道局 ・Godey市給水システムの運営・維持管理を所掌する。 

本プロジェクトで同システムのF／Sを行う際には、職員の能力強

化を行う他、事業運営体制の強化も行う。 

その他の機関 上記の機関の他、対象地域で活動する国連機関・各国援助機関・

NGO等と必要に応じて調整・連携する。 

次に R/D に基づき運営委員会を設置した。本業務では、多くの関係機関が存在するた

め、関係機関による情報共有を行う場として運営委員会の開催の必要性があった。調査

団は、重要事項の決定や業務の進捗状況の共有、問題や課題についての協議および業務

で作成する各種報告書の承認等で運営委員会を活用し、円滑な業務の実施を図る。その

後現地の状況を鑑み、R／D において合意している運営委員会の構成メンバーに新たな人

員を追加した。 

 

【議長】 

MoWE 給水・能力強化局長 

 

【メンバー】 

1）経済財務省（Ministry of Finance and Economic Development: MoFED）の代表者 

2）水エネルギー省（MoWE）給水・能力強化局メンバー 

3）難民及び帰還民事務局（Administration for Refugee and Returnee Affairs: ARRA）の Jijiga

での代表者 

4）ソマリ州水資源局（SRWDB）の局長 

5）ソマリ州水資源局（SRWDB）の副局長（給水担当） 

6）ソマリ州水資源局（SRWDB）の副局長（給水施設運営、水資源調査担当） 

7）ジャラル渓谷水道事務所の代表者 

8）Godey 水道局の代表者 

9) ソマリ州防災対策局（Disaster Prevention and Preparedness Bureau :DPPB）の代表者 

10) UNHCR Jijiga 事務所の代表者＊ 

11) ソマリ州環境保護･鉱山･エネルギー開発庁（Somali Regional State Environmental 

Protection, Mine and Energy Development Agency: SEPMEDA） の環境評価担当部局

メンバー＊ 

12) 財務経済開発局（Bureau of Finance and Economic Development: BoFED）のメンバ

ー＊ 

13) 調査団 

14）JICA エチオピア事務所 

＊必要に応じて追加されたメンバー 



 

 

2. F/Rの概要 
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2 F/R の概要 

2.1 はじめに 

最終報告書は、メイン報告書、第 1 巻（水資源（地下水）利用可能性調査）、第 2 巻

（給水計画）、第 3 巻（緊急給水及び給水施設の運営維持管理）及び Godey 市のフィー

ジビリティスタディの 5 分冊 1 セットと、サポーティングレポート及びデータブックか

ら構成される。 

2.2 調査結果の概要と結論 

2.2.1 水資源（地下水）利用可能性調査 

a. 調査結果の概要 

気象･水文調査の結果は、降水量は年平均で観測期間の違いもあるが、220mm～570mm

とエチオピアのほかの地域に比べて少なく、逆に蒸発量は多い。河川ではシェベレ川は

恒常河川であり、流域面積と年間流出高との良い相関が得られている。水収支解析から

はいくつかの計算方法によって年間 9.3mm～47.95mm という地下水涵養量の値を得てい

る。 

ソマリ州の地質は、プレカンブリアン時代から第四紀までの地層が分布しており、プ

レカンブリアンの地層は結晶質岩が主体であり、花崗岩等を含んでいる。これらの基盤

岩類を中生代の堆積物や第三紀から第四紀の火山岩類や沖積層が被覆する。とくに第四

紀層は河川沿いや低地部に主に分布する。 

水理地質は、既存の井戸情報や JICA で掘削した井戸諸元から、良好な帯水層としては

第四系、第三紀から第四紀の玄武岩、第三系や白亜系の一部、ジュラ紀の堆積層および

ジュラ紀から三畳紀（？）の砂岩層である。 

水質分析の結果から、総論としては水質組成からみた水資源のタイプとしては温泉水、

鉱泉水及び化石塩水、または循環性の地下水や河川水にあたる。分析試料のうち基準値

をオーバーする項目は濁度、TDS、塩素イオン及び全硬度が多い。 

b. 結論 

調査の結果から湧出能力や地下水位及び水質の評価を組み合わせて帯水層評価分類を

実施した地下水利用可能性評価図をジャラル渓谷及びシェベレ川流域のサブベーズンを

結合した地域において作成した。図面の縮尺は 1/250,000 である。定量的に判定できるデ

ータが非常に少ないため相対的な表示の図面となった。上述の地域での図面から伺える

判定は以下のようである。 

 ジャラル渓谷では渓谷沿いや Kabribeyah 郡から Kabridahar 郡にかけての左岸沿い

の台地部では中～高の湧出能力で良好な水質の帯水層が分布する。一方右岸側で

は湧出能力の低い、水質も一部よくない帯水層の分布や湧出能力も水質も中程度

の箇所も細長く分布する。Kabridahar 郡から南側では左岸側に一部低湧出能力で水

質は良好な帯水層が分布する反面、一部低湧出能力で水質も劣悪な地域も散在す

 2-1 



エチオピア国ジャラル渓谷及びシェベレ川流域水資源開発 独立行政法人国際協力機構 
計画策定･緊急給水プロジェクト（業務実施報告書） 国際航業株式会社  

  
る。 

 シェベレ川の広い流域では、石膏層が広く分布することもあり、湧出能力は中程

度であるが水質は劣悪で飲用には適さない。シェベレ川沿いは地下水の評価は低

いが、表流水のポテンシャルは利用できるため、中程度の能力に判定している。 

一方水資源情報図は、上記の評価図の結果を参照しながらソマリ州全域での水資源の 

ポテンシャルや水質について検討した結果をとりまとめた。これらから次のような点が

類推できる。 

 浅層地下水のポテンシャルに関しては、地形、とくに平坦な低地部に注目し、恒 

常河川の存在や急傾斜地から平坦部に変化する箇所の抽出をおこない、浅層地下水

の抽出箇所の選定を実施した。その結果、ジャラル渓谷沿いや山地･丘陵部に小規

模に浅層地下水のポテンシャルが比較的高い地域が点在する。 

 ソマリ州全域の水資源のポテンシャル評価としては、オガデン地域を除いてシェベ

レ川の南西側では水資源の量的な部分においては高い、あるいは比較的高い地域が

広がるが、水質では劣悪な状況である。ジャラル渓谷沿いでは水資源の量的な状況

は中～比較的高い地域が多く、水質は一般的によい傾向あるいは水質の変化が大き

い地域が分布する。 

水資源情報図と利用可能性評価図とはジャラル渓谷やシェベレ川沿いでは類似した情

報が提示されているので、両地域以外の評価では、水資源情報図も利用できる可能性は

十分にあると思われる。 

2.2.2 給水計画 

a. 結果の概要 

改訂版 UAP のプログラムからエチオピアの給水アクセス率は 2015 年に村落、都市と

もに 100%を達成することが目標にされたため、エチオピア国の達成目標年度や進捗率の

状況から当プロジェクトの目標年次は 2020 年に村落・都市ともにアクセス率 100%とす

る計画とした。社会経済調査の結果から、人口変遷とそれに伴う人口増加率が算定され、

人口増加率は 2.91%とし、2020 年の人口が予測された。水需要計画は、一人当たりの基

準飲用水利用のほかに、公共用、商業用、工業用、家畜用、及び消防用を考慮した他、

漏水率も検討した。その結果 2020 年の各郡の水需要量が算出された。計画給水量は原則

として 2020 年の総水需要量から UAP の給水アクセス率から計画して 2015 年の水需要量

（80%達成と仮定）を差し引いた水量としたが、河川水利用の郡（村落及び都市）につい

ては 2020 年の総水需要量をそのまま計画給水量とした。 

既存の水資源の調査は社会経済調査の結果を利用した。その結果既存の水源を考慮し

ながら新規水源の計画は、ジャラル渓谷沿いではボアホール（深度 60m 以深）、シェベ

レ川流域では河川水を第一優先として検討することにした。その他ビルカやハフィール

ダムの規模は標準サイズのものを用い、1 箇所あたりの利用人口数に応じて適切な数量を

計画した。既存の給水施設に関しては、ジャラル渓谷地域ではボアホール、シェベレ川

流域では河川水取水や浅井戸の利用が多い。ただし稼働状況が不明な箇所も多い。 
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b. 結論 

調査結果や解析に基づき結論としては各 16 の郡と郡内の都市に関して施設配置と概略

的な設計、数量の算出を実施した給水計画が立案され、数量に沿って概算事業費の算出

が行われた。また積算にあわせて事業の実施計画を作成した。事業の期間は 2014 年から

2020 年までの 7 年間を計画し、主な事業費は Kabribeyah 市で 1,870,000USD（事業期間：

2 年間）、Godey 市では 8,805,000USD（事業期間：4 年間）である。都市部を含む郡の概

算事業費は少ない郡で Birqod 郡の 1,685,000USD、多い郡で Kabribeyah 郡（都市域は除く）

の 14,664,000USD であった。運営維持管理費用は、給水計画に沿った施設の維持管理項

目と人員等の計画に基づいて算出され、それらは主に人件費、資材費、燃料・電気代、

薬品代及びスペアパーツ代である。また機材の交換費用も計上している。郡全体での概

算事業費に対する運営維持管理費用の割合は、平均 3.4%である。また以下の都市及び郡

での概算事業費に対する運営維持管理費用の割合は Kabribeyah 市で 9.6%、Godey 市では

物価上昇を加味して 4.5%である。郡では Birqod 郡の 5.4%、Kabribeyah 郡（都市域は除く）

の 4.4%であった。Kabribeyah 市の事業規模は小さいが、運営維持管理費用は既存施設に

も及ぶため、比率は高くなっている。 

郡の経済評価は、給水計画が実施された場合の経済的便益を水汲み時間の削減便益と

健康改善便益で検討した。費用便益分析によって経済評価の指標を算定し、経済的内部

収益率（EIRR）は、大部分の給水計画で資本の機会費用である 10%を超えた結果となり

経済的な妥当は有していると示された。 

郡における給水計画の事業費は、2020 年までの総計が、総額 1 億 1 千万 USD 以上とな

る。事業費に対する予算化については、原則維持管理費用をコミュニティが負担すれば

初期事業費は政府（州）予算で対応する方針であるが、現状とあまりにかけ離れた状況

ではドナー等の援助を仰ぐことも視野に入れる必要がある。いずれにしても水料金の徴

収額によって事業費を回収することは困難であるため、財務評価は実施しなかったが、

運営維持意管理費用の算出した結果と水料金の徴収額の比較では、30%程度の徴収率が確

保できれば水料金の徴収額が維持管理費用を上回るため計算上は維持管理費用の回収に

よって財務的に妥当になる結果である。 

Kabribeyah 市の経済評価も、給水計画が実施された場合の経済的便益を水汲み時間の

削減便益と健康改善便益で検討した。費用便益分析によって経済評価の指標を算定し、

経済的内部収益率（EIRR）は、給水計画で資本の機会費用である 10%を超えた結果とな

り経済的な妥当は有していると示された。 

Kabribeyah 市における給水計画の事業費は、2020 年までの総計が、1,870,000USD 以上

となる。財務評価は運営維持管理費が Kabribeyah 市の現行料金の 10Birr/m3で算定して水

道料金が 100%回収できれば、財務的内部収益率は 6.1%であり、市場金利によっては財

務的に可能な計画となるが、100%の回収は現実的でないため困難を伴う。 

いずれにしても事業の予算化に向けた計画では、郡や Kabribeyah 市とも、SRWDB の

予算の範囲で一部利用するべきであるが、現状を考慮してドナー等の援助を受けること

が望ましい結論となった。 
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2.2.3 緊急給水 

a. 緊急給水によって供与された機材 

緊急給水によって供与された機材等はの通りである。 

表 2.1:  緊急給水用供与機材及び仕様一覧 

供与内容  数量  調達状況  供与先  仕様・モデル 
1.緊急給水用資機材  

 a )給水車  5 台 調達済 MoWE→SRWDB 
（ジジガ 4 台、ゴデ 

1 台） 

   ISUZU 
（10m3 タンク・ポンプ搭

載） 

 b)給水ポイント用貯

水槽  

150 個 調達済 
MoWE→SRWDB 

Fiber Glass Water Tank 
(10,000L) 

 c)塩素剤  水
3,600m3 

納品済 
MoWE→SRWDB 

粉末（Bishan Gari）70%,  
タブレット（Aqua tab）15%,  
液体（Waterguard） 15% 

2.維持管理用資機材  

 a )モバイルワークシ

ョップ車両  
 

3 台 調達済 MoWE→SRWDB  
NISSAN 

（シングルキャビンピックアッ

プトラック、キャンバストップ） 

 b)モバイルワークシ

ョップ用資機材  
 

3 セット 調達済 MoWE→SRWDB   
一般工具、溶接工具、電気

工具、配管工具、関連消耗

品、Data book 参照 

注：車両の「調達済」は供与窓口である水エネルギー省に正式に引き渡されたことを示す。 

表 2.2:  その他の関連供与機材及び仕様一覧 

供与内容  数量  現状  供与先  仕様・モデル 
プロジェクト車輌 １      2 台 調達済 MoWE→SRWDB  TOYOTA  

（四輪駆動、ステーションワゴン） 
プロジェクト車輌 ２       2 台 調達済 MoWE→SRWDB  TOYOTA  

（四輪駆動、ダブルキャビン） 

送水中継ポンプ  3 台 調達済 MoWE→SRWDB  ROVATTI 社 
ME100K80-90/4A 75kw,100HP 

水中ポンプと発電機  2セット 調達済 MoWE→SRWDB 水中ポンプ 
 WILO(made in Germany)  
TWI 6.18-20-8-SD-R  
発電機 
 PRAMAC(made in Spain) 
GBW45p 

注：車両の「調達済」は供与窓口である水エネルギー省に正式に引き渡されたことを示す。 

b. 結論 

今回 JICA で供与した車輛、モバイルワークショップの活用で、SRWDB の活動の幅が

広がるとともに迅速な活動が可能になるほか、モバイルワークショップの導入で、研修

を受けた SRWDB のスタッフが地方において資機材や施設の修理、改善に貢献でき、

SRWDB の技術面の運営維持管理能力の向上にも役立つ。さらに給水トラックの供与によ

って緊急給水時のトラックの派遣にも SRWDB 独自で計画しながら運用できる利点が生

まれるだけでなく、商用の給水トラックを借用する回数も減るため、予算的にも貢献で
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きる。 

2.2.4 給水施設の運営維持管理 

a. 結果の総括 

本調査の結果から、調査対象地域の給水施設の維持管理に関して次のようにまとめら

れる。 

給水施設の維持管理を担当する政府組織である郡水事務所、市給水事務所、州水資源

局、また住民組織である WASHCO の能力は低く、現状ではなんとか施設稼働率を維持し

てはいるが、外部からの多額の援助に頼らざるを得ない状況にあり、干ばつ時の緊急給

水への対応も難しい。これらの根本的な原因の一つは州政府の予算が十分でないことに

あるが、その他の重要な要因としては各組織のスタッフの教育レベルの低さがあげられ

る。教育レベルが低いことは実務にあたっての論理的な問題解決や自主的な知識・技術

の習得を阻んでいる他、お金や数量の適切な管理が出来ないという状況を生み出してい

る。各組織レベルでの状況は以下のとおりまとめられる。 

b. 各組織での結論と提案 

b.1 住民レベルの維持管理 

住民レベルの維持管理に関しては、現状の管理人による管理から WASHCO によるシス

テムに切り替えて行く必要があり、既存の多くのサイトでの早急な研修実施のために講

師を行う人材が県や郡レベルで必要になる他、従来の管理人（Care-taker）による管理の

システムからの切り替えのために十分な住民教育を行う必要が出てくると考えられる。

住民の意識改善は、対象人数も多いことから時間がかかるが、WASHCO 研修の結果から、

短期間でも研修実施による意識改善の効果は期待できる。 

b.2 郡・市レベルの維持管理 

郡水事務所は組織面・保有資機材の面で著しく能力が低く、BPR 後の新しい体制に対

応するためには最低限の資機材の供与を含めた技術研修の実施が必要となる。市の給水

事務所も同様の状況にあるが、Godey 市と Kabribeyah 市に対してはマスタープランで計

画した施設の運営・維持管理を可能にするための中期能力向上計画を提案した。 

b.3 州レベルの維持管理 

州水資源局のワークショップはスタッフの教育不足や資機材の不足から都度対応型の

メンテナンスの繰り返しに陥っており、調達されたポンプや発電機等の機材を十分に使

いこなすことが出来ていない。ソマリ州の給水施設維持管理に関わる最上位の機関とし

て十分な技術力・組織力を発揮できるようになるためには、今後、組織として機材の維

持管理についての認識を改め、計画的な維持管理を実現する体制を整えると共に、今回

調達された機材を利用して十分な技術向上を図る必要がある。本調査では、マスタープ

ランの給水施設の維持管理にも関連して中・長期的に必要になる具体的な技術研修を提
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案している。 

本調査で計画した 16 郡および 2 市での給水施設の拡張と新設工事を実施し、その健全

な運営を実現するためには維持管理のための適切な予算確保とそれに基づいた維持管理

作業の実施が必要不可欠になる。本調査ではこの点を考慮し、各郡と 2 つの市における

マスタープラン施設の施工と運営に必要な維持管理作業を明らかにし、更にその費用（維

持管理費）を算定した。 

c. 今後の指針 

本調査においては主たる C/P 機関である州水資源局に対して、緊急給水や維持管理に

利用するための車両や機材を調達供給し、短期間ながらも水資源局や関連機関の職員を

対象にこれらの機材を利用するための研修を実施した。この研修を契機に、今後は独自

にスタッフの能力向上の研修を進めていくことが求められる。また、マスタープランで

計画した給水施設に対しては維持管理のための作業と必要な人員および維持管理作業に

必要となる費用は算定しており、今後計画の実施の検討にあたっての重要な基礎資料と

なる。 

2.2.5 Godey市のフィージビリティスタディ 

a. 結果の概要 

Godey 市の地域特性は標高 273m～300m 程度でソマリ州の中央部からやや南方側のシ

ェベレ川沿いに位置する、人口 29,379 人（2012 年）のシェベレ川沿いでは最も規模の大

きな都市である。市内では河川から北に向かい標高が高じている。Godey 市周辺の地質

は、既存の地質図によれば周辺には前期白亜紀～後期ジュラ紀の Korahe 石膏層(Kg)が広

く分布し、その上位をシェベレ川流域等で崩積土、段丘礫層あるいは沖積層が覆う。 

Godey 市周辺の年平均降水量は 236mm～272mm（観測期間 1966 年～2009 年）であり、

Godey 郡周辺では一般的に小雨季が 4 月～6 月、10 月～12 月が本格的な雨季となる。 

Godey 市周辺の表流水資源は、主にシェベレ川からの取水であり、Godey 郡では内陸部

で Birka の利用も検討される。シェベレ川は恒常河川であり、河川沿いの Gode 水文観測

所では流域面積 127,300km2、そのときの年間平均流出高（1968 年～1971 年）は 25.92mm

であった。人口増加率は中央統計局の結果から 2.91%に設定し、2020 年の目標年次での

水需要量を都市設計基準に沿った項目に関して求めた。計画給水量は総水需要量を採用

した。既存の給水率は、取水ポンプ容量から求めた最大受益者数を人口で除した値から

見ても約 26%の給水率でソマリ州の都市のアクセス率 74%と比較しても非常に低い。 

Godey 市の水源は河川水であり、給水施設は 1959 年に建設され Godey 市の拡大に伴い

1996 年に拡張された。その後浄水場の改善、配水槽の施設、公共水栓の新規設置が行わ

れたが、現状では取水量 150m3/日に対する利用状況は 5,000 人程度である。河川水の水質

は濁度と全硬度がエチオピア基準を超えている。課題としては不十分な給水量、河川水

の高い濁度、配水管での不十分な水圧、給水区域の少なさ、及び公共水栓の活用の低さ

が挙げられる。 

現状の施設の運営維持管理上の課題は、各施設を担当する職員は全体で 15 人程度であ
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り、十分ではなく人員配置上の問題もある。また、事務等を担当する内勤のスタッフも、

会計処理等を十分に出来ていないことが財務調査の過程で明らかになっている。 

住民レベルの管理組織である WASHCO による市内の公共水栓の管理は、既述のように

現在は Caretaker による管理が行われており、州の新しい方針である WASHCO による管

理への移行に多少の問題を抱えているといえる。技術的な問題点は、市給水事務所の現

在のスタッフは教育レベルが全体に低く、施設運営上の技術的な課題への対応が難しく

なっている。水処理薬剤の投入などの作業も適切にやられていない。これらに加えて発

電機等の機材も定期的なメンテナンスが行われておらず、故障の頻度が増すばかりか、

故障時の対応も現状では難しいと考えられる。 

環境社会配慮の IEE レベルの評価から建設中の社会環境、環境汚染に関する影響の軽

微な可能性と供与中の雇用・生計等の地域経済に対する軽微な影響のモニタリングの必

要性が掲示された。 

b. 結論 

以上の結果を踏まえ、Godey 市の給水計画が立案され、その数量に基づく積算によっ

て概算事業費が算出された。また事業の実施計画や予算化のための検討もなされた。さ

らに運営維持管理の将来的な計画として研修計画の立案がなされ、また環境社会配慮で

は緩和策の提案も行った。 

給水計画は、シェベレ川の河川水を水源とし取水地点は既存の自由アクセス地点より

も上流側とし河川侵食を防止するための河川保護工の検討も行っている。その他の施設

ではポンプ場計画は取水ポンプと送水ポンプを 1 箇所に設置する計画、給電計画は現時

点の不確実な電気供給計画でなく発電機の利用を検討した。浄水場は現状では電気使用

ができないことから発電機による 24 時間の計画とし、荒ろ過池に付随して緩速ろ過を計

画した。送水管は送水ポンプ場から開始し、総延長は 4,998m である。貯水槽の容量は 2020

年で 800m3と算定した。既存の貯水槽は同じ地点に 3 基あり、地上式の 1 基（容量 1,000m3）

と Godey 市現況で標高の高い地点に新設する 1 基（容量 400m3）を使用する計画とした。

前者は標高の低い地域への給水、後者は標高の高い地区への供給を目的として配置する。

つまり供給地域の給水範囲の境界を標高 293m で設定し、2 地区に配水する計画である。

配水管網は老朽化した既存のものを更新し配水地域を拡張する。今回のパイロットプロ

ジェクトで配置した公共水栓にもパイプを延長し接続する計画である。新規貯水槽の水

は 2 方向に配水する。一つは既存の貯水槽に対して送水することであり、他の一つは市

内の標高の高い地区に対して配水することである。給水範囲の境界を標高 293m で設定し

た。既存の貯水槽に貯水された水は、標高 293m 以下の区域に対して給水する。 

給水計画による施設の数量から、概算事業費を求めた。事業期間は 2015 年～2018 年、

基準となる総事業費は 8,805,000USD（物価変動を考慮すると 9,934,000USD）である。 

運営維持管理費用は、人件費のほかにいくつかの項目を検討しており、基準の総事業

費の 4.5%程度である。現状の運営維持管理能力は脆弱であり、それを補うための人員の

確保がなされ、同時にこれら職員や WASHCO メンバーに計画した研修を確実に実施する

ことで、プロジェクト成功の必要条件になる。すなわちこれらの条件をクリアすること

で運営・維持管理面からプロジェクトは実現可能と言える。 
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環境社会配慮では、深刻な影響は見つからないが、建設中の緩和策は、工事の規制等

を設けるなどを実施することが重要である。 

Godey の経済評価は、給水計画が実施された場合の経済的便益を水汲み時間の削減便

益と健康改善便益で検討した。費用便益分析によって経済評価の指標を算定し、経済的

内部収益率（EIRR）は、大部分の給水計画で資本の機会費用である 10%を超えた結果と

なり経済的な妥当は有していると示された。 

Godey 市の給水計画の事業費は、2020 年までの総計が、総額 880 万 5 千 USD となる。

事業費に対する予算化については、原則維持管理費用をコミュニティが負担すれば初期

事業費は政府（州）予算で対応する方針であるが、現状とあまりにかけ離れた状況では

ドナー等の援助を仰ぐことも視野に入れる必要がある。いずれにしても水料金の徴収額

によって事業費を回収することは困難であるため、財務評価は実施しないが、m3 当たり

10Birr、15Birr では水料金を 100%回収しても年間維持費をまかなえないことが判明した。

なお、m3 当たり 30.8Birr 以上の水料金徴収額 100%で年間維持管理費を上回る。さらに

50Birr/m3 の水料金の設定で 62%以上回収することで、維持管理費用の回収という観点か

ら、本プロジェクトは財務的妥当性を有している。途上国での世帯の水道料金支払い能

力は、国連によるこれまでの調査では 3～12％とされており、本ケースでは年間の収入の

8%を仮定すれば、社会経済調査のデータから月額 202 Birr/月程度の支払いが可能である。

Godey 市で平均 6 人世帯を仮定する場合、月の水使用量は約 3.6m3であるため、50Birr/ m3

の料金でも支払いが可能であると推測できる。 

c. 今後の検討 

Godey 市のフィージビリティスタディを受けて給水計画に対して今後いくつかの点で

検討が必要であり、以下に示す。 

 浄水場計画の中で通常は粗ろ過池のあとに緩速ろ過を計画するが、今回もそれに

順ずる。通常、緩速ろ過池は、基本的に間欠運転が推奨されず、24 時間運転の元

で計画されるべきものであるため、Godey 市においても 24 時間運転を計画してい

る。しかしながら現段階での商用電力による運転は不確定であり、発電機による

24 時間の運転を計画しているので、緩速ろ過池の管理は十分に行う必要がある。

また、必要となる緩速ろ過池の面積は、荒ろ過池と比較して広大であり、かつ緩

速ろ過池の維持管理は手作業で行う必要がある。以上のように現段階では維持管

理体制の確立が施設の運用に大きく影響するため、組織の強化を行う必要がある。

それが行われないと施設の運用は困難である。 

 配水計画のうち、設計基準事例（Project design, financial and economic feasibility study, 

vol.1 tool kits and annexes, MoWE, 2003）にのっとって給水システムを各戸給水、ヤ

ード給水及び公共水栓としているが、各戸やヤード給水は、基本的には幹線から

分岐してパイプを使用するため、個人負担が原則である。費用面から個人利用が

減少する可能性もあり、給水アクセス率の低下にもつながる可能性がある。いず

れにしても今後その原則は明確にして予算の分担等に関して水給水事務所等と協

議する必要がある。 
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3 給水計画の策定に係る活動内容 

3.1 調査手法 

主な調査の手法としては、今回は安全上の問題から現地踏査ができたのは Kabribeyah

市周辺と Godey 市内のみであり、大部分の既存データはローカルコンサルタントの情報

（社会経済調査の再委託）を入手したほか、既存の設計基準の活用、統計資料による人

口資料の活用等を行った。 

3.2 調査内容 

給水計画の立案にあたって必要な調査内容（項目）は主には以下の通りである。 

3.2.1 給水計画の基礎データ 

給水計画のための基礎データは、エチオピア国全体としての給水計画（UAP：Universal 

Access Program）、給水計画の目標年次とアクセス率、現況人口と目標年次の予測人口、

水需要量（一人当たりの生活用、公共用及び商業用、工業用、及び家畜用の水需要量、

追加として都市の消防用水）であり、これらは、人口統計資料、各種計画基準（改訂版

UAP、村落給水及び衛生の設計基準及び都市給水設計基準）を参照している。 

3.2.2 水資源と既存施設 

主たる給水計画での水資源については、地下水、河川水、雨水があげられる。地下水

に関してはエチオピア国の村落給水及び衛生設計基準に基づいての表 3.1のような分類

がなされている。 

表 3.1:  地下水給水システムの分類 

No 給水システムタイプ 定義 
1 電動ポンプ利用のボアホ

ール 
- 深度は 60m 以深 
- 一か所当りの給水人口は 900 人以下 
- 公共水栓が備わる 

2 ハンドポンプ利用のボア

ホールまたは浅井戸 
- 深度は 60m 以浅 
- 一か所当りの給水人口は 500 人以下 

3 手掘り井戸 -一か所当りの給水人口は 300~350 人 
- ハンドポンプが備わる 
- 地下水位は 20m 以浅 

4 湧水 - 一年を通して流れる水 
- 0.1/lit/秒の流量で給水人口は約 140 人 

対象各ワレダでの給水計画に適する水資源は、既存の給水施設や地形・地質状況から

判断できるが、今回は現地調査がほとんどの地域でできないため、社会経済調査でのロ

ーカルコンサルタントの情報を主に用いた（Kabribeyah 市と Godey 市は現地の調査結果

から判断している）。 
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3.2.3 給水施設の種類や規模の考え方 

a. ボアホール/浅井戸 

都市給水においては複数の井戸が必要なため給水施設の構成は井戸ごとに異なるもの

とした。村落における給水施設は全村落で同じ構成要素として考えた。構成内容として

は、発電機と水中モーターポンプ、貯水槽までの延長 100m のパイプライン、10m3 の高

架水槽、配水管、公共水栓、及び家畜用水の水飲み場からなる。各郡の既存井戸の推定

される特性は表 3.2のようである。 

表 3.2:  各郡の既存井戸の特性 

郡 平均井戸深さ 現在揚水量 計画揚水量 
Kabribeyah 220m Unknown 5.0 lit/sec 
Araarso 250m 1lit/sec 1.7 lit/sec 
Dagahbur 70m 5lit/sec 5.0 lit/sec 
Birqod 60m 3lit/sec 3.3 lit/sec 
Shaygosh 140m Unknown 4.0 lit/sec 
Kabridahar 130m 4lit/sec 4.0 lit/sec 
Doba wein 25m Unknown 1.0 lit/sec 
Danan 30m Unknown 1.0 lit/sec 
Godey 30m Unknown 1.0 lit/sec 

 

b. ビルカ 

水エネルギー省は、ビルカ一箇所は 300 ~ 500 人に対する給水を行うとのガイドライン

を示している。本調査ではこのガイドラインを適用し、300 人の受益者毎にビルカを一箇

所設ける計画とした。 

ビルカの構造はコンクリート製の地下貯水槽である。屋根はゴミから保護するために

設けてある。屋根は格子形状であり、雨水はビルカ本体に直接落ちる事が可能である。

貯水容量は約 1,000m3 である。貯水された水を汲み出すために、ハンドポンプが据え付け

られている。表流水は流入口から流入し、砂や土粒子は泥溜めに滞留する。上澄み水の

みがビルカ本体に流入する。 

c. ハフィールダム 

水エネルギー省は、ハフィールダム一箇所は 2,500 人に対する給水を行うとのガイドラ

インを示している。因って、2,500 人の受益者毎にハフィールダムを一箇所設ける計画と

した。 

形状は長方形タイプの掘込式貯水池であり、本体の周囲を堤体で囲んでいる。各辺は

90m 以上の長さとなる。最大水深は 5.7m であり、貯水容量は 27,000m3である。表流水は

流入口から流入し、砂や土粒子は流入口の隣りに設置した泥溜めに滞留し、水のみが池

内に流入する。取水パイプが池の底面に敷設され、水はこのパイプを通して供給される。

流入水量がハフィールダムに対して過大である場合には、超過した水は余水吐きから流

出される。 
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d. 河川水 

河川給水施設は、発電機及び取水ポンプ、沈殿池、荒濾過池、浄水槽、送水管ポンプ、

送水管、貯水槽、配水管、公共水栓、家畜用水飲み場からなる。全構成要素は都市給水

と村落給水で同じ構造であるが、機器仕様、設備容量、パイプ延長等が各プロジェクト

で異なる。パイプライン、貯水容量、公共水栓、家畜用水飲み場等の計画基準は、ボア

ホール/浅井戸給水システムと同じ基準を適用した。 

河川開発の計画給水量は、2020 年水需要量マイナス 2015 年水需要量の 80%ではなく、

例外的に 2020 年の水需要量とした。 
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4 技術移転に係る活動内容 

4.1 維持管理技術研修 

本調査では短期の C/P の能力向上策として以下の技術研修を本調査の枠組みの中で実

施した。 

1) 調達供与機材に関連した維持管理研修 

2) パイロットプロジェクトで建設した給水施設に対する WASHCO 研修 

 

以下では上記 2 つの研修の結果について報告する。 

4.1.1 ソマリ州水資源局での研修と結果 

a. 機材設置研修概要 

本調査内で行う CPの能力向上策の一環として 2012年 12月に Kabribeyah 市での給水施

設建設のパイロットプロジェクトにおいて調達したポンプや発電機の設置が実施される

のに合わせ、関係機関の技術職員を対象とした維持管理関連の研修を実施した。研修の

概要は以下の表 4.1のとおりである。 

表 4.1: 機材設置訓練の概要 

日時・期間 2012年12月初旬～中旬（約8日間） 

研修場所 州水資源局ワークショップ・ジャラル渓谷工事サイト 

研修対象（人数） 州水資源局（9名）、JWSO（5名）、Kabribeyah市給水事務所（10名）

講師 調査団機材設備担当およびEWTECのエチオピア人講師 

研修内容 設置サイト見学とレクチャー、座学 

研修の目的 ジャラル渓谷でのポンプ・発電機の設置にあわせて、関連組織の技術
者が現場を見学し、機材の設置・運営に関する現場知識・経験を得る。
また電気・機械の関連基本知識を習得する。 

 

b. 機材設置研修結果 

研修は予定通り開始したが、2 週目にジャラル渓谷の現場に行ったところで設置予定の

ポンプの故障が判明し、その他の機材の設置予定も目処が立っていなかったため、現場

での研修は取りやめることになった。替わりに、3 週目に水資源局のワークショップにお

いて故障放置された発電機等の修理の実習を行った。この結果、スケジュールに変更が

生じたが、実際の研修内容は 3 週で行われた。研修内容は、以下の表 4.2のとおりである。 

表 4.2: 機材設置訓練の研修内容 

日時 研修内容 参加者 
1週目 
12月4日～7日 

水資源局ワークショップ内で発電機の始動理論お
よび原動機（エンジン）に関しての基本理論の講義
を実施。 

水 資 源 局 、 JWSO 、

Kabribeyah市給水事務

所 
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2週目 
12月10日 

ジャラル渓谷のポンプ場にて水中ポンプ設置の工
程を見学の予定であったが、ポンプの不具合のため
に作業が中断していた。日常整備点検に関する現場
講義を実施。 

水 資 源 局 、 JWSO 、

Kabribeyah市給水事務

所 

3週目 
12月18日～20日 

水資源局ワークショップで故障放置されている2台
の発電機および1台のコンプレッサーの修理の研修
を研修生主導で実施した。 

水資源局、JWSO 

 

1 週目の講義は機材の現場到着までの

待ち時間を利用して実施した。調査団の

機材設備担当者が主に講師を勤め、今回

導入された発電機に関する電気と機械

の基礎理論をホワイトボードを利用し、

図解・数式によって教えた。講義の要所

では EWTEC の講師（過去にこの日本人

担当者の指導を受けた人物）が参加し、

一部の講義を担当した。研修にはソマリ

語の通訳を参加させ、理解の促進に努め

たほか、参加者内部でも、講師の説明を

噛み砕いて他の参加者に説明するなど、

補完しあう状況がみられた。 

 

ジャラル渓谷の現場見学は水中ポンプの不具合と工事進捗の都合で実施できなかった

ため、研修の後半（3 週目）で実際に発電機等を修理する機会を設け、現地研修の代替と

した。この研修はワークショップに故障放置されている幾つかの発電機（特に水資源局

スタッフが修理を試みていたもの）を用いて、講師が段階ごとに修理のヒントを与えな

がら研修生に自主的に修理方法を考えさせるという方法で実施した。この結果、特別な

パーツの交換を行わずに研修生自らが 2 台の発電機および 1 台のコンプレッサーの修理

を行うことが出来た。 

当初の現地見学に関連した研修は出来なかったが、全体をとおして参加者に好評であ

り、特に水資源局や JWSO のある程度の知識と経験を持つ参加者にとっては、理論と実

践を関連付けるという点で有益な研修になった。 

 

研修の結果、以下が今後の課題として挙げられた。 

・ 各組織では通常の業務で職員が多忙であるため、多数の参加者を一同に集めて研修

を行うのは短期間でも難しい。 

・ 研修生全体としての教育レベルが低いため、現場のオペレーターレベルでも理解す

べき基礎的な理論の講義を理解させるのが難しい。 

・ 技術者を有する各組織全体の運営・維持管理に関する理解が不十分である 

 

c. モバイルワークショップ関連研修概要 

機材設置訓練実施の後、モバイルワークショップ（MWS）用車両の到着に合わせ、車

機材設置訓練での EWTEC 講師による講義の様子 
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両と関連機材の利用方法についての初期指導としての研修を実施した。研修は 2013 年 4

月に州水資源局のワークショップ内において、ワークショップの技術職員を対象として

実施した。研修の概要は以下の表 4.3のとおりである。 

 

表 4.3: MWS 関連研修の概要 

日時・期間 2013年3月初旬～中旬（約10日間） 

研修場所 州水資源局ワークショップ 

研修対象（人数） 州水資源局（6名） 

講師 調査団機材設備担当 

研修内容 機材を利用した実習と一部レクチャー 

研修の目的 調達されるモバイルワークショップ用車両とこれに搭載する各
種機材のうち特に新規機材の使用方法・維持管理に関する知識・
経験を得て、今後の州内での維持管理作業に生かす。 

 

d. モバイルワークショップ関連研修結果 

研修は当初モバイルワークショップ用の車両がジジガに到着後に、関連機材の搭載方

法を含めて行うことを計画していたが、車両の到着が大幅に遅れたため、先に到着して

いた機材のみを利用して研修を行うことになった。研修は 3 週にわたって行われ、その

スケジュールと内容は以下の表 4.4のとおりである。 

表 4.4: モバイルワークショップ研修の内容 

日時 研修内容 
1週目 
3月27日～29日 

・基礎的な工具の使い方を梱包開封中に指導。 

・必要な消耗品（ガス充填等）の手配 

・新規工具のセッティングおよび利用方法のデモンストレーション 

2週目 
4月1日～5日 

・発電機・溶接機の扱いの説明と利用実習（電気溶接の訓練） 

・ガス溶接機の扱いの説明と利用実習（ガス溶接と切断の訓練） 

・充電・ブースター機の扱いの説明と利用実習 

・ターミナルキットの扱いの説明と利用実習 

3週目 
4月8日～10日 

・ガス溶接機の扱いの説明と利用実習継続（ガス溶接と切断の訓練） 

・モバイルワークショップ車両への機器の搭載と車両の有効利用について

の説明（資料配布） 
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研修は調達された機材のうち、ソマリ

州であまり利用されておらず、スタッフ

が使用経験を持たない以下の 4 つの資

機材について簡単な原理の説明とデモ

ンストレーションの後、実習を行って、

その扱いに慣れることを目指して実施

した。 

 

- 発電機・溶接機（兼用機） 

- ガス溶接機 

- スターター・充電器 

- ターミナルキット（電線の結束用） 

1 週目はまず到着した機材の梱包を開封し、この作業に必要な基本的な工具の使い方に

ついて説明確認した。その後、到着した機材を検収し、ワークショップ内に保管・整理

した。最後に講師が上記 4 資機材について実物を利用してその用途の説明とデモンスト

レーションを行った。同時にガス切断機に利用する酸素ガス・アセチレンガスの調達を

実施した。 

2 週目は、本格的に機材利用の実習を開始したが、研修生の選定にあたっては時間・資

材の制限から少数精鋭とし、理解と習熟の早いスタッフを優先して教えることにより、

研修後に彼らが他のスタッフに習得した技術を教えることができる体制を整えた。最終

的に 6 名の職員（電気工 4 名、機械工 2 名）が研修生として選ばれたが、その中でも研

修対象の機材によって優先対象となる職員は異なっていた。ガス溶接機の扱いは研修生

にとって全く初めての経験であり、危険を伴うこともあり、慎重に行った。その結果、

参加者の恐怖心も無くなり研修生が自主的に練習を行うようになり、習熟が加速した。

ターミナルキットの利用による電線の結線は簡単に見えるが手先の器用さを求められ、

更なる修練が必要とされる。 

3 週目はそれまでの実習の継続としての自主練習に加え、今後モバイルワークショップ

車両が到着した後の車両への機材の搭載に関する注意点およびモバイルワークショップ

の効果的・効率的な利用法について口頭で説明し、説明資料を配布して終了となった。 

 

結局、当初予定したモバイルワークショップ車両への機材の搭載実習や車両を利用し

たメンテナンス実習が実施出来なかったが、研修は全体をとおして参加者に好評であり、

特にガス切断機のようなこれまで利用していなかった機材の利用が可能になったことは

大きな成果である。更に研修を通じて参加者が従来行ってきた修理作業が都度対応的な

修理であったこと、また市場には様々な便利な機材・道具が存在することを認識・実感

できたことは本研修の最大の成果と言える。 

 

本研修の結果、前回の研修の課題に加えて以下の課題が挙げられる。 

・ 新規機材に関して初歩的な使用方法の手ほどきを行ったが、まだ不十分であり、今

後自主的に修練を継続する必要がある。 

ガス切断の実習の様子（講師の指導を受ける研修生）
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・ 優先的に技術を教えた職員が他の職員に技術を継承できるような環境を整える必

要がある 

・ 今後の機材の継続的利用にあたっては、ガスの充填など定期的に消耗品の補充をす

る必要があり、そのための体制作りが欠かせない。 

 

e. 参加機関のスタッフの技術キャパシティ 

上記の機材設置研修を通じて参加組織のソマリ州水資源局・Kabribeyah 市給水事務所・

JWSO のスタッフの維持管理作業に関わる能力を評価した。評価は、研修の実施状況の観

察と主要なメンバーへの聞きとりに基づいて行ったもので、個々人の技術・知識を個別

に確認したものではないが、発電機の修理等の実習も通して組織毎の全体像を把握する

ことが出来た。その結果、主な課題として以下が挙げられる。 

組織運営資金の不足：これは途上国一般に共通する普遍的な問題であり、資機材の調

達や人材の確保・教育に根本的な影響がある。この点で、研修参加した組織、特に州水

資源局と市給水事務所は資機材の調達や人材の確保・育成に根本的な問題を抱えている

（JWSO は Kabribeyah 市の給水システムの運営については UNHCR から必要最低限の支

援を得ている）。しかしながら、資金確保の問題は各組織と州政府、ひいては中央政府

の予算配分に関わる問題であるため本調査では扱わない。 

スタッフの教育レベル：前述のように、各組織の修理メンテナンス能力は高いとは言

えず、特に維持管理に関する系統だった知識が不足している。州水資源局ワークショッ

プではスタッフの約半数が初･中等教育レベルの人材であり、職業訓練高校（TVET）レ

ベルの職員が 8 名である。市給水事務所ではスタッフの半数以上の 30 名が初･中等教育

レベル（うち 25 名は初等教育まで）の人材である。学校教育によって習得する基本的な

数学・科学の知識の不足は、スタッフによる修理技術の深い理解や自主的な技術向上を

阻害する大きな原因となっている。この結果、スタッフの技術は慣習的に行われている

作業の表面的な模倣に終始してしまい、新たな問題に対する応用力を養うことが難しい。 

組織の問題：現在の各組織の運営維持管理に関わる活動は、資機材の不足等も原因

となり都度対処的なものである。先進国で通常実施されている計画的な施設・機材の

メンテナンスは、行われていないのが現状である。この点では、Kabribeyah 市も Godey

市もポンプや発電機の定期的なメンテナンスは行っていないことが確認されている。

この計画的な活動を先導するのは組織の上層部であるが、このレベルの職員が問題を

認識していないか、または改善のための具体的な行動を取っていない。さらに、

Kabribeyah 市の給水システムの運営維持管理に関する作業では、必ずしも関連機関の

作業の連携や情報共有が十分になされていない。 

4.1.2 WASHCO研修と結果 

a. 研修システム 

先に述べたように、給水施設建設後には建設された施設を運営・管理するための住民

組織 WASHCO を組織する必要がある。ソマリ州では郡レベルの水事務所の能力が低いこ
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とから、これまでは州水資源局が職員を派遣して新規建設した施設に対して WASHCO 組

織の研修を行ってきている。州水資源局では、WASHCO 研修は地方給水と都市給水の 2

つのカテゴリーに区別して行われており、調査団の関わる施設の中では、Kabribeyah 市

給水システムのジャラル渓谷の井戸施設 2 箇所が地方給水システム、その他の市街地の

施設が都市給水施設として位置づけられていた。 

 

WASHCO の訓練に関しては、訓練実施者（Trainer and Facilitator）用のマニュアルとし

て「Rural Water Supply and Sanitation and Hygiene Program, Community Facilitator’s Manual 

2010 」というタイトルの小冊子が利用されている。これは数年前に国レベルで作成され

たもので、近年の地方分権化・受益者負担等の方針に基づいて作成されている。マニュ

アルは、この一部をソマリ州の現状に合わせて改変し、ソマリ語に翻訳しているが、改

変部分は限定的で、オリジナルがほぼそのまま利用されている。このマニュアル中では

WASHCO の組織は新規施設の計画段階から開始し、WASHCO メンバーに必要な施設の

サービスレベルや建設サイトを検討させるよう指導している。また、WASHCO について

は水衛生状況を改善し貧困を削減するための総合的な活動の一部と位置づけられている。

しかし、実際には WASHCO 組織の研修は施設の建設後・建設途中から開始されており、

メンバーの選出も水事務所による選出などトップダウンで行われている。 

 

一般に WASHCO 研修の実施は施設を管理する行政組織の責務であるが、多くの場合こ

れらの公的組織は十分な予算が無いため、施設の建設を実施する NGO やドナーが研修費

も負担している。この場合、州水資源局は技術支援（研修講師の派遣、マニュアルの配

布）のみを担当し、費用の負担はしていない。このため関連機関間の調整や予算確保に

時間がかかり、施設の計画や建設に会わせた WASHCO 研修や、特に建設後のフォローア

ップのための研修をタイミング良く実施することが出来ていない。 

 

研修に利用する WASHCO メンバー用のマニュアルは、水エネルギー省により製作され

たものがあり、英語の資料を現地事情に合わせて変更した上、ソマリ語に翻訳して利用

している。このソマリ語版では幾つかの重要と考えられる項目が割愛されている。特に

村落部の WASHCO では必ず必要になる財務管理が割愛されていることは、ソマリ州がこ

の点をあまり重視していないことを示唆している。郡レベルでは研修を自前で実施して

いないため、このマニュアルも所有していない。 

 

b. 研修とモニタリングの結果 

本調査では、パイロットプロジェクトに関連した WASHCO 研修を Kabribeyah 市と

Godey 市で実施し、その結果をモニタリングした。ここではその結果について記載する。 

b.1 Godey市での研修 

Godey 市では本調査のパイロットプロジェクトにおいて、市内の比較的周縁部のこれ

まで給水栓の無かった地域に５箇所の公共供給水栓を建設した。しかし、計画当初から

これらの施設の既存施設への接続は想定しておらず、当面はプラスチック製の高架タン
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クへの給水により主に非常時に利用する仕様となっている。市の給水事務所に確認した

ところ、Godey 市では当面これらの施設を恒常的に運用する計画は無いことがわかった。

また、建設中のサイトの一部では住民が施設をトイレとして利用したり、パイプに異物

を詰めるなどの状況が発生していたため、調査団の支援による簡易的な研修の実施を検

討した。市給水事務所とこの研修について協議した結果（協議途中で所長が交代）、以

下の表 4.5の要領で研修を実施する事になった。 

表 4.5: Godey 市での WASHCO 研修概要 

日時・期間 2013年1月29日－30日（2日間） 

研修場所 Godey市の集会所 

研修対象・人数 5箇所の施設付近の住民代表・35名（男7人、女28人） 

講師 Godey市在住NGOのWASH Coordinatorおよびモデレーター2名 

研修の目的 研修生の施設に対する所有意識の醸成と将来のWASHCO組織の

準備 

 

なお、本研修の実施にあたって調査団は研修の目的とプロジェクトの背景のみを実施

者側に説明し、必要な資金と物資のサポー

トのみを行い、研修の内容と運営は市給水

事務所に一任した。研修対象は市給水事務

所により各施設近傍の 7 世帯から各 1 名、

合計 35 名が選定されたが、施設に近いと

いうこと以外の選定理由は無かった。また

研修対象の 35 人のうち 7 人が男性であっ

た。また、文字の読み書きが出来るのは 4

人のみであった。事後に確認したところ、

水事務所の意見ではメンバーの識字能力

よりも施設に近接して住んでいることが

重要とのことであった。 

今回の研修では、当面の間建設された施設が恒常的に利用されないことがわかってい

たため、通常の WASHCO 組織の研修でなく、継続的利用が始まるまでに施設を保護でき

るような体制を整えることを目的として、通常に比べ短期の研修が実施された。研修の

トピックは以下のとおり。 

1) パイロットプロジェクトの背景 

2) コミュニティー内の給水施設（貯水タンク）の背景と重要性、特に緊急時の利用

において 

3) 建設された給水施設の所有者意識醸成のための話し合い 

4) 施設を衛生的に良い状態で保つ方法 

5) WASHCO の組織とこれによる給水施設の管理の概要 

研修は講師によるプロジェクトと施設建設の背景の説明に始まり、各トピック毎に基

礎知識として短時間の講義を行い、これに関連して参加者が全体またはグループで意見

Godey 市の WASHCO 研修グループ討議の様子 
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交換や議論を行う形で進められた。マニュアル等の配布は行われなかった。研修の結果

参加者全体で以下が決定した。 

1) 各参加者の中から 5 名の委員（委員長・副委員長・秘書・出納係・倉庫版）を選

定した 

2) コミュニティーの住民と会合を開き、所有意識の向上をはかる 

3) 問題がある時は市給水事務所に連絡する 

4) 施設の清掃を行い、清潔に保つ 

5) 番人等により施設を監視し、いたずらや破壊等が無いようにする 

 

b.2 WASHCO活動のモニタリング 

Godey 市の 5 サイトの WASHCO について研修実施後 2 週間後に第一回目のモニタリン

グを、また約 1.5 ヶ月後に第二回目のモニタリングを実施した。モニタリングの概要は以

下の表 4.6に示すとおりである。 

表 4.6: Godey 市での WASHCO モニタリング概要 

 第一回目 第二回目 

日時・期間 2013年2月14、15日（2日間） 2013年3月14～16日（3日間） 

場所 Godey市の各給水施設5箇所 Godey市の各給水施設5箇所 

対象・人数 5箇所の施設のWASHCOメンバー3名、 

近隣住民数名 

5箇所の施設のWASHCOメンバー5名、

給水ポイントの周辺住民10世帯 

方法 事前に作成したモニタリングシートを利

用して対象者にインタビューし、主に研

修内容の理解や活動内容を評価。 

事前に作成したモニタリングシートを

利用して対象者にインタビューし、主に

メンバーの士気と活動内容を評価。 

 

第一回のモニタリングではインタビュー結果に基づいて以下の項目を評価し、5 段階の

評価を行った。括弧内は評価のウェイトである。Godey 市では上述のように WASHCO の

実際の活動が開始できないため、施設のオーナーシップへの自覚とそれに関する活動に

重点をおいて評価した。 

1) パイロットプロジェクトと施設の背景の理解（10％） 

2) 施設のオーナーシップの自覚（40％） 

3) 活動実績（40％） 

4) 周辺住民への影響・感化（10％） 

結果は以下の表 4.7のとおりである。 

 表 4.7: Godey 市 WASHCO 第 1 回モニタリング結果 

 サイト１ サイト２ サイト３ サイト４ サイト５ 
総合評価 3.2 3.7 3.3 2.7 4.1 

1) 背景理解 0.2 0.3 0.2 0.2 0.2 

2) オーナーシップ 1.6 2.0 1.6 0.8 1.6 

3) 活動実績 1.2 1.2 1.2 1.6 2.0 

4) 周辺住民への影響 0.2 0.2 0.3 0.1 0.3 

特記事項 無し 無し 無し 各活動2回実施 各活動3回実施

注）総合評価スケール： 悪い 1 < 2 < 3 < 4 < 5 良い  
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結果は全てのサイトで評価はスケールの中間値（2.5）以上であり、研修の十分な効果

が確認された。具体的には全サイトで研修中に議論された活動を既に実施しており、各

サイトの施設周辺も清掃が行われ、番人が配置されているサイトもあった。サイト 4 と 5

では各活動を既に複数回実施しており、メンバーの士気が高いことがわかる。ただし、

全サイトで活動の内容は研修中に検討されたものに限られており、独自の発展的な活動

は実施されていない。 

 

第二回のモニタリングも前回と同様に評価を実施した。ただし、更に活動内容と周辺

住民への影響を重視して評価のウェイトを以下のとおり若干変更した。 

1) パイロットプロジェクトと施設の背景の理解（10％） 

2) 施設のオーナーシップの自覚（20％） 

3) 活動実績（50％） 

4) 周辺住民への影響・感化（20％） 

 

更に上記4については給水ポイントの周辺10世帯を訪問し、聞き取りを行なった。結果

は以下の表 4.8のとおりである。 

 表 4.8: Godey 市 WASHCO 第 2 回モニタリング結果 

 サイト１ サイト２ サイト３ サイト４ サイト５ 
総合評価 3.2 3.6 2.7 3.3 3.4 

1) 背景理解 0.2 0.2 0.3 0.2 0.2 

2) オーナーシップ 0.6 0.6 0.6 0.8 0.6 

3) 活動実績 2.0 2.0 1.5 1.5 2.0 

4) 周辺住民への影響 0.4 0.8 0.3 0.8 0.6 

活動回数と参加世帯 6回で70世帯 4回で50世帯 3回で30世帯 3回で80世帯 4 回で 200 世
帯 

注）総合評価スケール： 悪い 1 < 2 < 3 < 4 < 5 良い  

結果は全てのサイトで評価はスケールの中間値（2.5）以上であり、活動が順調に継続

されていることが確認された。具体的には全サイトで複数回の活動を既に実施しており、

その活動が周辺住民を巻き込んでいた。独自の発展的な活動は実施されていないが、

WASHCO 設立の目的は十分達成されている。一方で 2 つの WASHCO から早急に常時給

水を実現して欲しいとの声があり、今後常時給水が開始されるまでのメンバーの士気を

継続するための方策の必要性がうかがわれた。 

 

b.3 Kabribeyah市での研修 

Kabribeyah 市の給水施設に対しては、当初州水資源局により地方給水施設関連の研修

として JICA 井戸 2 箇所を含む 3 箇所での研修が 12 月に計画された。しかし、現場に行

ったところ、2 つの JICA 井戸の近傍にはコミュニティーが存在しないため、WASHCO

の組織が出来ないことになった。一般的に地方給水の井戸施設は周辺に付帯給水施設が

あり、コミュニティーが近いことから WASHCO が組織されているが、ジャラル渓谷の場

合は水源地の井戸と配水地域が 20 キロ以上離れているという特別な状況にある。また、

既存水源井戸の近傍に過去に設置された公共水栓等の施設は稼動していない。水資源局
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による研修計画時にはこのような状況を担当者が明確に把握していなかった。以上の状

況により、この 2 箇所の井戸施設は JWSO と給水事務所のみによる管理となったが、こ

の後、JICA 井戸の近傍に調査団により追加の給水ポイント 2 箇所が設置された。 

 

Kabribeyah 市内に建設した 5 箇所の公共給水栓に関しては、同様に州水資源局が

WASHCO 研修の計画を策定していたが、2013 年 1 月時点まで予算の都合から実施の目処

がたたなかったため、州水資源局と協議を行い、調査団の支援による研修を実施するこ

とになった。研修は水資源局の通常のプログラムに準じ、以下の表 4.9の要領で施設の完

工にあわせて 2013 年 3 月に実施した。 

表 4.9: Kabribeyah 市での WASHCO 研修の概要 

日時・期間 2013年3月5日より10日間 

研修場所 Kabribeyah市の集会所 

研修対象・人数 5箇所の施設付近の住民代表35名 

講師 州水資源局担当職員およびモデレーター2名 

研修の目的 研修生の施設に対する所有意識の醸成とWASHCOの組織化、 

水衛生教育およびWASHCO活動の指導 

 

なお、Godey 市と同様に実施者側の水資源局には彼らの通常の研修プログラムと手法

に沿って研修を実施することを依頼した。研修は以下の日程で実施された（表 4.10参照）。 

表 4.10: Kabribeyah 市での WASHCO 研修記録 

日時・期間 内容 

3月5日、3月10日 ケブリベア水事務所への連絡および各サイトでの研修生（WASHCOメン

バー）の選定 

3月18日 村落・都市給水に関する中央・州政府のポリシーの説明 

3月19日 給水システムについての一般的な説明 

3月20日 地方・都市給水におけるコミュニティーの役割、特に給水施設の持続的

維持管理についての説明と意識醸成 

3月21日 コミュニティーの参加・費用分担・女性の役割についての説明と意識醸

成 

3月22日 市給水事務所の運営と料金徴収と費用についての説明 

3月23日 環境や個人の衛生状況を改善するための活動についての説明。乳幼児死

亡の原因となる水因性疾患の原因と対策についての説明 

3月24日 WASHCOメンバーの責任と仕事についての説明。また関連政府機関の責

任とWASHCOとの関連についての説明。WASHCOメンバーの役割の決

定。 

3月25日 質疑応答。サイトにおける実地研修（施設の機能と名称、管理方法）、

終了式。 

 

研修は 3 月 5 日に開始されたが、ジャラル渓谷の既存井戸が 2 つ同時に故障する事故

が発生し、断水が発生したため一時中断し、3 月 18 日より再開した。研修は 25 日のサ

イトでの訓練を除き、全て Kabribeyah 郡の集会所で実施された。また参加者全員にソマ

リ語の WASHCO のマニュアルが配布された。研修生（WASHCO メンバー）は各サイト
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から 7 名がケベレの会議を通して選定されたが、その際に研修講師から以下のメンバー

選定の基準が伝えられた。 

 

1) メンバーは対象となる施設の近傍に住んでいる事 

2) 一つの WASHCO につき最低 3 名の女性が含まれること  

3) 出来る限り読み書きの出来るメンバーを含める事 

 

一回目のメンバー選定の結果、一つの WASHCO でメンバーのほとんどが同じ家族であ

ったため、再選定を行った。また、WASHCO の活動がボランティアであり、給与等が支

払われないことを理由に、この時選定された数人のメンバーが辞任した。同様の状況は

研修実施中にも再度発生し、10 名程度のメンバーが辞任したため、再度後任を選定する

必要が生じた。最終的にメンバーとして選定された 35 名のうち、識字者は 23 名、女性

が 23 名であった。 

研修は、上記の表 4.10のとおり実施された。研修の方法は主に講師からの様々なシス

テムや概念の説明であり、要所で研修生と

の意見交換やグループ討議が用いられた

他、最終日に数時間ほど現場での施設の名

称や機能、管理方法についての実地研修が

行われた。また、研修の対象が都市部の給

水栓を担当する WASHCO であるため、

WASHCO 活動の中で水料金の徴収とその

扱いについてはあまり詳しい研修は行わ

れなかった。これに関しては対応策として

各 WASHCO のメンバーに給水事務所の職

員が一人選ばれており、料金徴収を確認す

るという対策が取られた。 

 研修実施側には講師の他に 2 人の Facilitator が参加することが、計画されているが、

この役割は慣習的に対象郡や市の水事務所の職員が担当する。しかし、Kabribeyah 市に

おける研修ではほとんどの講義は州水資源局の講師が単独で行っており、Facilitator の 2

人は研修開始時に住民との連絡・調整を担当した他は、具体的に研修に参加することは

無かった。この状況は Godey 市でも同様である。 

 

研修の結果、各 WASHCO において委員長・副委員長・書記の３役員が選出された。給

水実施におけるコミュニティーの関与に関しては、参加したメンバーも住民の意識が未

だに低く、今後の意識の改善が必要であることを認識し、メンバー同士の話し合いによ

り、今後周辺住民への啓蒙活動を行なうことを確認した。 

 

b.4 WASHCO活動のモニタリング 

Kabribeyah 市の 5 サイトの WASHCO について、研修実施後約 2 週間後に活動状況のモ

Kabribeyah市のWASHCO研修グループ討議の様子
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ニタリングを実施した。モニタリングの概要は以下の表 4.11に示すとおりである。 

 

表 4.11: Kabribeyah 市での WASHCO モニタリング概要 

日時・期間 2013年4月10, 11, 15日（3日間） 

場所 Kabribeyah市内の各公共給水施設 5箇所 

対象・人数 5箇所の施設のWASHCOメンバー3名（役員） 

近隣住民数名 

方法 事前に作成したモニタリングシートを利用して対象者にイン

タビューし、主に研修内容の理解や活動内容を評価。 

 

モニタリングでは Godey 市でのモニタリングと同様に、インタビュー結果に基づいて

以下の項目を評価し、5 段階の評価を行った。括弧内は評価のウェイトである。Kabribeyah

市ではフルスケールの研修が実施されたが、研修実施はパイロットプロジェクトの完工

が遅れたため、3 月下旬となった。そのため、十分なモニタリング期間をとることができ

ず、モニタリング実施が研修終了の約 2 週間後となった。また、その時点では正式に給

水施設が引き渡しされておらず、稼動していなかったため、活動の評価ではその点を考

慮した。 

1) WASHCO 活動の概念とパイロットプロジェクトの背景の理解（30％） 

2) 施設のオーナーシップの自覚（30％） 

3) 活動実績（30％） 

4) 周辺住民への影響（10％） 

 

結果は以下の表 4.12のとおりである。 

 表 4.12: Kabribeyah 市 WASHCO モニタリング結果 

 サイト１ サイト２ サイト３ サイト４ サイト５

総合評価 2.3 2.3 2.3 2.3 2.3 

1) 背景理解 0.6 0.6 0.6 0.6 0.6 

2) オーナーシップ 0.9 0.9 0.9 0.9 0.9 

3) 活動実績 0.6 0.6 0.6 0.6 0.6 

4) 周辺住民への影響 0.2 0.2 0.2 0.2 0.2 

特記事項 無 無 無 無 無 

注）総合評価スケール： 悪い 1 < 2 < 3 < 4 < 5 良い  

結果は全てのサイトで同値で、評価はスケールの中間値（2.5）を少し下回った。しか

し、実際の活動がほとんど行われていない他は研修の内容は理解しており、ある程度研

修の効果が確認された。同様に研修終了後 2 週間の時点でモニタリングを実施した Godey

市では全てのサイトで何らかの活動が実施されていたことを考慮すれば、メンバーの士

気は比較的低いと考えられるが、これは研修中に辞退者が多く出たことからも裏付けら

れる。研修内容の理解のレベルは WASHCO 間で大きな差が見られない。活動に関しては

モニタリングの時点で、全てのサイトで会議の開催が計画されている。 

上記から、Kabribeyah 市での WASHCO 運営上の大きな問題は上述のように住民の意識

であると考えられ、ボランティア（無給）で公共給水ポイントを運営するという意識に
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抵抗を持つ人が多い。 

 

c. WASHCO研修実施に関する課題 

WASHCO の研修実施およびモニタリング結果から抽出される研修実施上の課題は、

Godey 市及び Kabribeyah 市について、それぞれ以下の表 4.13のとおりまとめられる。 

表 4.13: WASHCO 研修実施に関する課題 

研修実施上の

共通課題 

・ 建設計画にあわせてタイミング良く研修を実施するために、迅速でかつ継続的

な予算確保が必要である。 

・ 郡レベルの水事務所スタッフが WASHCO 研修を実施出来るようにするための

スタッフ教育（TOT）の実施と教育用マテリアルの配布（ソマリ語）が必要。

・ ファシリテーターとして研修実施者の立場で研修に参加する 2 名を十分に活用

する（2 名は通常当該郡の関係政府機関から選定される）必要がある。 

・ 施設の新規建設や改修の計画段階からの住民の参加を促進する。 

・ 建設プロジェクトに施設周縁のフェンス設置を含めたほうがよい（住民は労務

提供を行う）。 

・ 住民および関係機関職員の給水に対する意識改革の必要がある。 

Godey 市での

課題 

・ 対象コミュニティーの低識字率と将来の活動内容を考慮し、研修対象

（WASHCO メンバー）の選択で 2 名程度の識字者を含める必要がある。 

・ 研修対象のメンバーの低識字率を考慮した図を用いた研修マテリアルの利用を

促進する。 

・ 長期間施設が利用されない場合の WASHCO 組織を継続するための対策が必要。

Kabribeyah 市

での課題 

・ ボランティアとして WASHCO の活動に従事することに抵抗を示すメンバーが

多く、研修中に多くの辞退者が出た。これに対する対応策が必要。 

・ WASHCO による集金と財務管理に関する研修が不十分のため充実させる。 

 

4.2 その他の技術移転 

その他の技術移転としては、調査期間中のはじめの段階で実施した物理探査や井戸掘

削の現地調査に SRWDB の C/P が参加して、物理探査や井戸掘削について現場での実地

訓練を行った。また調査期間中に C/P 会議を開催し、作成した報告書の内容について

SRWDB の C/P と協議し、中身について共有化を図った。また UNESCO、USAID 及び

UNICEF との地下水ポテンシャルに関するマッピングのワークショップに C/P を招き、作

業内容に関しての技術移転を実施した。 



 

 

5. 業務実施上の課題・

工夫・教訓等 
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5 業務実施上の課題・工夫・教訓等 

5.1 緊急給水に関する資機材調達 

資機材調達の課題としては調達品をいかに早く現地に届けるかである。今回の緊急給

水に関する資機材の調達作業は、入札に関しては主に調達ガイドラインに沿って JICA エ

チオピア事務所が行い、調査団側は入札以前の諸準備、入札後の調達に関するフォロー

等を行った。入札後の実際の調達に関しては、供与先の水エネルギー省や SRWDB の書

類上の手続き（特に車輌に関しては書類の記載ミスや車輌保険金の準備の遅れ等）で手

戻り等が再三発生し、ソマリ州に到着するまでに数ヶ月の遅れが生じた。これは入札後

にどのような必要書類を準備し、またどのように各部署に書類が回されるのかの理解が

調達に関与した各組織、とくに水エネルギー省に不足していたことが、最終的な現場へ

の調達に遅れを生じたものと考えられる。書類手続きを早める工夫として、水エネルギ

ー省内での書類の処理が滞り、ひとつの部署に止まっていたのを C/P たちと調査団側で

直接その部署を訪問し、早めに処理するように促す工夫を行った。その後もｱﾃﾞｨｽｱﾍﾞﾊﾞ

からソマリ州ｼﾞｼﾞｶﾞへの車輌の運搬に際しての運転手の準備も日当等の決定で 1 ヶ月近

くを要し、最終的には SRWDB から運転手を派遣することになった経緯もあった。この

ような調達に関する教訓としては、JICA 事務所から水エネルギー省に供与されたあとも

水エネルギー省側の書類処理に関する実際の動きをフォローすることも必要である。ま

た地方への運搬に関して運転手等の日当等の予算の確保も早めに行うよう要請しておく

必要もある。 

5.2 危険地域での作業 

2012 年 5 月 31 日に発生したとされる調査エリア近くのブラダリー地区（Kabribeyah 市

から西側約 70ｋｍ付近：ジャラル渓谷の西側）のエチオピア正規軍とゲリラの間の戦闘

では、その後の情報で正規軍側に 20 名の死者、5 名の負傷者が発生したとの報告を受け

た（2012 年 6 月月報）。結局この戦闘による日本人の現地への立ち入り禁止措置は 6 月

はじめから 7 月 12 日まで続いた。調査団側の対応は UNHCR 側からの安全情報の確認と

彼らの行動決定の遵守を行うこと、JICA 事務所の指示に従い安全に作業を進めて行くも

のであったが、ちょうど井戸掘削作業が重要な局面にあったこともあり直接現地での作

業指示等が行うことができなかった。そのための工夫としては現地傭人を活用し入念な

指示を与え、途中経過に関しては携帯電話等で現地とのリアルタイムの連絡体制を維持

した。禁止措置解除後には、調査団としても JICA エチオピア事務所の指示に従い

Kebribeyah 市に駐屯する軍関係者に安全対策に対する情報共有のお願いやジジガ市にあ

るソマリ州安全協議会の軍責任者にも会い、調査団の作業内容の説明と今後の治安に対

する情報の共有をお願いした。ジャラル渓谷やケブリベア市での作業を継続したが、治

安、安全状況に関して UNHCR 等での安全協議会の出席やセキュリティオフィサーと連

絡を密に取るなどの活動を継続した。 

調査地域のｼﾞｼﾞｶﾞ市やｺﾞﾃﾞ市では、病院等が存在するが、調査中に怪我をした場合、

施設の状況から衛生面に問題があるほか、手術等が必要な場合はｱﾃﾞｨｽｱﾍﾞﾊﾞにあがるか、



エチオピア国ジャラル渓谷及びシェベレ川流域水資源開発 独立行政法人国際協力機構 
計画策定･緊急給水プロジェクト（業務実施報告書） 国際航業株式会社  

  

 5-2

他の地域に移動を余儀なくされる。そのため今回は民間のアビシニア航空と調査団独自

で契約を結び、緊急輸送時の対応を整えた。 

5.3 他ドナー、エチオピア国政府機関の調査範囲の重複について 

地下水ポテンシャルの評価に関する調査にあたり、JICA の調査範囲のうちジャラル渓

谷周辺が、UNESCO、MoA の予算による水作業設計施工公社（WWDSE）、及び

USAID/USGS による独自の地下水開発プロジェクトの調査範囲と重複しており、

UNESCO が中心となって各組織の重複した地域の成果を共有するなどの調整ができない

かの検討がこの調査の開始当初から行われた。UNESCO は WATEX というリモートセン

シング技術と地上レーダー手法を複合させた浅層地下水の探査を中心に調査解析を行い

（最終的には裂罅系の解析から大胆な地下水賦存モデルまで作成したが）、また WWDSE

は JICAと同じような調査項目で JICAよりも大規模な数量を用いた調査を計画していた。

いずれも調査範囲は重複していた。調査団としては同じような調査項目であれ、それぞ

れの組織では調査目的や精度、調査実施期間も異なるため、当面は各組織がそれぞれ調

査を継続し、途中段階でデータの交換や調査結果の共有および成果に対しての討論を行

えばよいというスタンスでのぞんでいた。途中段階で UNESCO の成果発表を中心とした

ワークショップ（2012 年 8 月末）、JICA の途中段階の地下水利用可能性評価図の発表を

中心に討議したデーブルワークショップ（2013 年 4 月中旬）及び 2013 年 7 月 8 日に

UNESCO、JICA、WWDSE 及び USAID/USGS のプレゼンテーションによるワークショッ

プが開催された。最後のワークショップでは途中段階ではあったが、調査範囲の図面を

準備したのは JICA だけで、その他の組織は途中段階の報告や WATEX の宣伝内容を中心

とした模式的な図面の発表であり、図面等を用いた討論は行われなかった。JICA 調査団

の予想通り作業の遅れから調査途中の組織が多く、調査範囲の重複だけを理由に他の組

織の成果を利用することになっていた場合、調査の目的が果たせないことも事態になっ

ていた可能性もあった（調査精度や実施期間の遅れ等からみて）。なお JICA 調査団とし

ては水資源情報図の作成にあたっては、UNESCO の 2012 年の水質区分図のデータを利用

させていただいており、データの共有化は行われている。 

5.4 SRWDB、UNHCR、その他のステークホルダーとの関係 

今回 JICA 調査団がかかわりをもった、ジャラル渓谷の給水システムは、Kabribeyah 難

民キャンプへの水供給だけでなく Kabribeyah 市の給水も行っており、そこには多くのス

テークホルダーが関係している。現在、ジャラル渓谷の給水施設は、実質的に UNHCR

によって管理されており、JWSO が技術的な管理を行い、UNHCR が資金援助、Kabribeyah

市水事務所は、一部の集金や施設の運転、清掃および管理を行う運営面を担当している。

2013 年 7 月現在では ARRA が JWSO の代わりに施設を管理することになった。Kabribeyah

市内の給水施設は、市水事務所が管理している。将来的にはこのシステムはエチオピア

側に移管されると思われるが、UNHCR としても長年、監理使用してきたジャラル渓谷の

給水システムに対して難民への水供給も含めて愛着と自負がある。難民への援助は水だ

けではないと思われるので水供給の部分でもハンドオーバーできればかなり予算面での
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UNHCR の負担減になると思う。しかし単純にハンドオーバーしただけではエチオピア側

が難民を保護しなくなる可能性もあるため、なんとか難民を意識させるようにいろいろ

な部分で UNHCR はナーバスに対応していた。調査を通じて調査団は、Kabribeyah 市（ジ

ャラル渓谷給水システム）及び Godey 市給水システム改善に伴う給水工事（パイロット

プロジェクト）の完成に伴い、資機材と併せて施設のハンドオーバーを相手側に行うこ

とになった。まず Godey 市に関しては、SRWDB の立会いで、Godey 市水事務所に 5 箇所

の公共水栓のハンドオーバーを行った。式典も実施され、引渡しの確認書にも 3 者によ

る署名が行われた。Kabribeyah 市に関しては、上述のように現況のジャラル渓谷給水シ

ステムは UNHCR が創設した経緯から、運用にあたっての責任を有しており、ジャラル

渓谷給水システムの給水施設に供与した中継ポンプや水中ポンプおよび発電機、さらに

は施設のハンドオーバーに関しては、水局にハンドオーバーするが（JICA のルールとし

て国際機関には供与できない）、実質的な責任は UNHCR にあることをレターで UNHCR

側と水局側と協議した。水局は了解したが、UNHCR 側は最終的に ARRA とも共同して

レターに対して合意をしなかった。このときの協議では、ジャラル渓谷内の JICA 井戸に

伴う施設や水中ポンプ等の資機材は SRWDB にハンドオーバーされるもので、SRWDB が

いつかその井戸の権利を主張してジャラル渓谷からそれらの資機材を引き上げる可能性

もあり、そのような井戸の管理は UNHCR としてもできないといった議論も出た。この

ような議論を通じてもわかるように UNHCR（ARRA も含めて）と SRWDB には、現段階

では基本的に信頼関係がほとんどなく、お互い疑心暗鬼の状態であった。そのため

UNHCR としても 2013 年 4 月 10 日の Kabribeyah 市の施設等竣工式にも不参加の表明で

あったが、竣工式にはミッシェル所長とプログラムオフィサーが突然参加し、JICA 新所

長の神氏や SRWDB のアブドゥラシッド副局長と意見交換を交わした。このように

Kabribeyah 市給水システムを巡る確執の解消には、各組織が一堂に会してお互いに直接

意見を取り交わすことが重要であると思われる（現状ではそれさえもできていない）。

そのため今後 SRWDB と UNHCR、ARRA との関係改善に向けた協議は JICA エチオピア

事務所が仲介にはいり仲を取り持つこともひとつの解決策になる可能性がある。 

 

 



 

 

6. 策定した給水計画の

具体化の可能性及び提案 
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6 策定した給水計画の具体化の可能性及び提案 

6.1 ワレダでの具体化の可能性 

a. 技術面の検討 

Kabribeyah 市と Godey 市を除く、都市域を含んだ 16 ワレダの給水計画は、技術面にお

いては、既存の施設から逸脱するものはなく、地下水利用、ビルカやハフィールダム等

の表流水利用、河川水の利用など水資源に適合した施設が計画されている。ただしワレ

ダでの調査が安全上の問題で直接できないため今後現地の調査が進んだ場合は、水源の

変更等も発生する可能性は残る。 

b. 予算面の検討 

各ワレダの予算は、表 6.1に示したような積算結果であり、最も少ない金額の Birqud

ワレダで 1,685,000USD である。これらの金額は、SRWDB の年間予算（今回の調査団の

調査では年間約 360 万 USD）に比較しても決して安価でないワレダもあり、今後 SWRDB

で実施の計画を立てながら予算の分配を検討する必要と、場合によってはドナーの援助

等も検討する必要がある。 

表 6.1: ワレダの事業費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

c. 運営維持管理面からの検討 

現況の給水施設の運営維持管理状況は、社会経済調査の結果等から、郡水事務所の活

動は明らかになっている。郡水事務所は必要なスタッフがそろっていない郡も多く、体

制は脆弱である。特に、OA・技術機材ほとんど有していない状況である。ダム等の高度

なメンテナンスの不要な施設を除いた施設（ボアホール井戸・河川給水施設）の稼働率

は全体で 43 施設のうち約 70％であり、あまり高いとは言えない。郡水事務所の活動は

BPR 実施以前は、管轄郡内の給水施設の管理と非常に簡易な修理のみに限られており、

技術を必要とするほとんどの修理は州水資源局が行っていた。そのため上表の施設も実

2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020
936,000 934,000 1,870,000

1,493,000 1,915,000 2,335,000 2,335,000 2,335,000 2,335,000 1,916,000 14,664,000
285,000 1,337,000 1,337,000 1,339,000 485,000 484,000 285,000 5,552,000
594,000 1,869,000 1,869,000 2,008,000 876,000 876,000 878,000 8,970,000
41,000 363,000 360,000 231,000 231,000 231,000 228,000 1,685,000

442,000 895,000 894,000 594,000 594,000 594,000 595,000 4,608,000
960,000 2,551,000 2,551,000 2,693,000 1,242,000 1,242,000 1,355,000 12,594,000
72,000 794,000 794,000 1,031,000 482,000 874,000 633,000 4,680,000

540,000 1,551,000 1,551,000 1,551,000 1,590,000 1,590,000 1,589,000 9,962,000
133,000 374,000 374,000 550,000 309,000 309,000 302,000 2,351,000
214,000 576,000 576,000 576,000 602,000 602,000 605,000 3,751,000

440,000 2,788,000 2,788,000 2,789,000 8,805,000
398,000 1,004,000 1,003,000 912,000 912,000 912,000 906,000 6,047,000

1,191,000 1,540,000 1,540,000 1,540,000 1,540,000 1,540,000 1,539,000 10,430,000
519,000 1,436,000 2,045,000 2,046,000 2,042,000 1,433,000 1,434,000 10,955,000
244,000 1,083,000 1,692,000 1,691,000 1,767,000 1,158,000 671,000 8,306,000
449,000 449,000 449,000 449,000 449,000 449,000 441,000 3,135,000
193,000 573,000 964,000 965,000 1,172,000 780,000 784,000 5,431,000

7,768,000 19,686,000 24,056,000 23,299,000 19,417,000 15,409,000 14,161,000 123,796,000

    Kabribeyah woreda (not including town)
2. Araarso 

14 Mustahil

5. Shaygosh

西暦（年） 事業費
（単位：USD）

7. Doba wein
8. East Ime
9. Danan
10. Beercaano

Woreda

1. Kabribeyah town

6. Kabridahar

事 業 費 計

3. Dagahbur
4. Birqud

16 West Ime

11 Godey  town
　　Godey (not including town)
12 Adadle
13 Kalafo

15.Rasso
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質的には州水資源局により直接維持されてきた。しかし、BPR により郡水事務所の責任

範囲が拡大したため、今後はある程度の修理に自ら対応することが必要となっている。

郡内の給水施設における料金徴収も適切に実施されている郡はない。住民の水管理組合

（WASHCO）の活動も不明瞭である。こうした状況の中で今回新しく策定した給水計画

に沿って施設の運営維持管理費用についても検討した。運営維持管理費用は主に、人件

費、資材料費、燃料･電気代、薬品代及びスペアパーツ代等である。郡での維持管理費は

以下の表 6.2に示す。 

表 6.2: 16 郡の給水施設の運営維持管理費用 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

今後の各郡の施設の新設に合わせてそれに見合う運営維持管理費用もけっして安価で

はなく、さらにはスタッフの能力向上を維持するための研修の実施費用も検討する必要

もあり、現状のままでの郡政府の状況では給水計画の実施と維持はかなり困難な状況で

ある。 

d. 経済･財務評価 

郡の経済評価は、給水計画が実施された場合の経済的便益を水汲み時間の削減便益と

健康改善便益で検討した。前者は社会経済調査の結果から、事業の実施による時間削減

効果が 2.4 時間と推定されるため調査地域における労働コストである 1 日当り 100 Birr の

基準から考えると 1 日当り 15 Birr（100×0.5×2.4/8）の価値とみなすことができる。健康

改善便益では、事業の実施が医療費の削減に貢献する差として表され、安全な飲料水の

確保によって一人当たりの医療費の 10%が削減効果とされることが期待される（World 

Bank, 2004）。費用便益分析によって経済評価の指標を算定し、経済的内部収益率（EIRR）

は、大部分の給水計画で資本の機会費用である 10%を超えた結果となり経済的な妥当は

 対象16 郡
運営・維持管理費用

(birr/年)

Kabribeyah 14,137,322 Kabribeyah 市の給水施設は除く

Araarso 3,751,608
Dagahbur 6,417,767
Birqod 1,971,192
Shaygosh 2,710,123
Kabridahar 6,486,672
Doba wein 3,961,764
East Ime 7,674,432
Danan 1,595,124
Beercaano 3,477,084
Godey 5,037,504 Godey市の給水施設は除く

Adadle 3,203,184
Kalafo 7,413,996
Mustahil 6,487,116
Rasso 1,227,300
West Ime 4,597,200

備考郡

算定条件
- 表示した費用はVAT込みの2013年の価格, 1USD=18.53Birr

- 10年間の平均として算出

- 既存施設の維持管理も含む

- 費用は定期的な維持管理の出費で、事故対応および機材交換の出費を含まない
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有していると示された（Araarso, Dagahbur, Beercaano および Mustahil を除く）。 

郡における給水計画の事業費は、2020 年までの総計が、総額 1 億 1 千万 USD 以上とな

る。事業費に対する予算化については、原則維持管理費用をコミュニティが負担すれば

初期事業費は政府（州）予算で対応する方針であるが、現状とあまりにかけ離れた状況

ではドナー等の援助を仰ぐことも視野に入れる必要がある。いずれにしても水料金の徴

収額によって事業費を回収することは困難であるため、財務評価は実施しないが、運営

維持意管理費用の算出した結果と水料金の徴収額の比較では、水料金を 20 Birr/m3 徴収し

た場合、各郡では最高 86%（West Ime 郡）、最低 18%（Adadle 郡）程度の徴収率が確保

できれば水料金の徴収額が維持管理費用を上回る、よって水料金の回収によって財務的

に妥当になる結果となった。 

6.2 Kabribeyah 市での具体化の可能性 

a. 技術面の検討 

Kabribeyah 市での施設及び水源の計画に関しては、大部分は既存の施設を利用するこ

とと新たに建設する貯水槽に関しても既存の施設と技術的にはさほど違いはなく、計画

としては技術的には問題ないと思われる。 

b. 予算面の検討 

Kabribeyah 市の給水計画では原則として現況の施設を利用しながら拡張を行うことが

主たる作業であるため全体の事業費用もそれほど大規模ではない。以下に積算した結果

を示す（表 6.3に全体事業費、表 6.4に各年の事業費を示す）。 

表 6.3: Kabribeyah 市の全体事業費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（単位:USD)

事業費

1. 建設工事費

 1.1 直接工事費

(1) 井戸掘削 84,000

(2) ポンプ小屋 11,000

(3) ポンプ等機材調達・据付 48,000

(4) 貯水槽 58,000

(5) 導・配水管 715,000

(6) その他 137,000

計 1,053,000

1.2 間接工事費

442,000

建設工事費計 1,495,000

2. 設計・施工監理費（建設工事費の 15%、下 3ケタ切り上げ）

225,000

3. 事務費・その他経費（建設工事費の 10%、下 3ケタ切り上げ）

150,000

1,870,000

項目

概算事業費
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表 6.4: Kabribeyah 市の各年の事業費 

 

 

 

 

 

これらの金額から判断して、もし SRWDB の年間予算（約 360 万 USD）を計画的に利

用すれば年間の事業費と比較しても実施できない金額ではないが、Kabribeyah 市の給水

システムは、ジャラル渓谷の水源は UNHCR の管理下にありそこでの給水計画の実施に

関しては ARRA も含めて SRWDB、郡政府、UNHCR の間での十分な協議が必要である。 

現状では UNHCR の予算援助によってこの給水計画が実現できることが望ましい。 

c. 運営維持管理面からの検討 

Kabribeyah 市の給水施設の運営維持管理状況は、市水事務所の脆弱さから施設の維持

管理や運営は十分に実施できていない。今回の給水計画は新規の施設だけでなく、既存

の施設も含めた運営維持管理体制の算出が必要であり、以下の表 6.5に今後の施設の維持

管理に必要なスタッフの体制を示した。 

表 6.5: Kabribeyah 市の給水施設運転・管理に係るスタッフ必要数 

常駐フィールドスタッフ 非常駐スタッフ 
施設群 

テクニ
シャン 

オペレ
ータ 

警備員 現場作業員 
（年間） 

給水事務所 
技術職員（年間）

水源井戸 4 [2] 6 [2] 18 [0]人日 6 人日 

浄水場、配水池、送水ポン
プ場 

4 [3] 3 [2] 671 [640]人日 36 人日 

配水池、中継ポンプ場 

 

5 [0] 

2 [2] 3 [2] 105 [96]人日 24 人日 

配水池 0 [0] 2 [0] 3 [2] 170 [180]人日 0 

管路システム 0 [0] 0 [0] 0 [0] 160 [67]人日 0 

各スタッフ合計 5 [0] 12 [7] 15 [8]

総計 32 [15] 

1124 [983]人日 66 人日 

注）網掛けはサイトに非常駐の給水事務所スタッフで、維持管理費用計算対象には含まない。 

スタッフ数はシフトによる勤務を前提に必要となる総人数を記した。括弧 [ ]内は現状の数値。 

 

また既設と新規の給水施設の運営維持管理に必要な概算の費用は、以下の表 6.6に示す。

主な費用の算出に必要な項目は前述のワレダの維持管理費と同様である。 

 

 

 

 

（単位：USD）

西暦（年） 2015 2016 計

1.建設工事費 748,000 747,000 1,495,000

2.設計・施工監理費 113,000 112,000 225,000
3.事務費・その他経費 75,000 75,000 150,000

計 936,000 934,000 1,870,000
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表 6.6: Kabribeyah 市の給水施設の運営維持管理費用 

 

 

 

 

 

 

 

算定条件
- 表示した費用はVAT込みの2013年の価格, 1USD=18.53Birr

- 10年間の平均として算出

- 既存施設の維持管理も含む

- 費用は定期的な維持管理の出費で、事故対応および機材交換の出費を含まない  
 

この金額は 2013 年の単年次によるもので、これらの金額は今後の物価上昇を加味すれ

ばさらに大きくなる。また職員の運営維持管理能力の向上をめざして持続的な研修を実

施する必要があり（WASHCO 研修も含めて）、その費用は年間 180 万 Birr（約 97,000USD）

と算出されている。今後は体制の確立と予算の計上が必要不可欠である。 

d. 経済･財務評価 

Kabribeyah 市の経済評価は、給水計画が実施された場合の経済的便益を水汲み時間の

削減便益と健康改善便益であるとして検討した。前者は社会経済調査の結果から、事業

の実施による水汲み時間削減が平均 2.4 時間と推定されるため、調査地域における労働コ

ストである 1 日当り 100 Birr の基準から考えると 1 日当り 15 Birr（100 Birr × 50% ×2.4 

h/ 8h）の価値とみなすことができる。年間では 300 日を労働時間として 4,500 Birr に相当

する。健康改善便益は、事業の実施による医療費の削減として表され、安全な飲料水の

確保によって一人当たりの医療費の 10%が削減されることが期待される（World Bank, 

2004）.費用便益分析によって経済評価の指標である経済的内部収益率（EIRR）を算定し

た結果、本給水計画では資本の機会費用である 10%を超えた結果となり、経済的な妥当

性は有していることが示された。 

Kabribeyah 市における給水計画の事業費は、2020 年までの総計が、1,870,000USD 以上

となる。事業費の予算化については、原則維持管理費用をコミュニティが負担する前提

で初期事業費は政府（州）予算で対応するのが原則であるが、理想とあまりにかけ離れ

た状況ではドナー等の援助を仰ぐことも視野に入れる必要がある。財務評価は運営・維

持管理費が Kabribeyah 市の現行料金の 10 Birr/m3 で算定して水道料金が 100%回収できれ

ば、財務的内部収益率は 6.1%であり、市場金利によっては財務的に可能な計画となる。

しかし、100%の回収は現実的でないため困難を伴う結果となった。 

 

 

 

 

 Kabribeyah 市
運営・維持管理費用

(birr/年)

スペアパーツ 41,796 発電機と陸上ポンプ用スペアパーツ

電気・燃料 3,258,540 発電機と陸上ポンプ用の燃料と電気代

人員 456,000 主にフィールドスタッフと労働者の人件費

薬剤 116,592 水処理用薬剤の購入費

消耗品 43,032 清掃用の道具等

その他 0

合計 3,915,960 米ドル換算  約  US$ 211,300

備考費目
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6.3 Godey 市での具体化の可能性 

a. 技術面の検討 

Godey 市での給水計画は、基本的には既存の施設を使用せずに新規の取水施設や浄水

場、パイプライン等を新設し、貯水槽については既存の施設を一部利用するものである。

既存の取水施設や浄水場の建設等も過去に実施しており、技術面での問題点は少ないと

思われるが、それぞれ規模が大きく、また取水施設等は、一部特殊性もあるので、経験

のあるコントラクターの起用が望ましい。 

b. 予算面の検討 

Godey 市の給水計画は施設の新設が行われるため全体的に事業費は高くなっている。

浄水場の荒ろ過池や緩速ろ過池のほかにパイプライン延長も長く、事業費に影響する。

Godey 市の全体の事業費と物価変動を見込んだ各年の事業費を表 6.7、表 6.8に示す。 

表 6.7: Godey 市の全体事業費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（単位:USD)

事業費 外貨率 外貨分 現地通貨分

1. 建設工事費

 1.1 直接工事費

(1) 護床保護 5,500 40% 2,200 3,300

(2) 取水路 37,500 40% 15,000 22,500

(3) 沈砂池 26,300 40% 10,520 15,780

(4) 取水・送水ポンプ室

  1) ポンプ室（躯体） 37,700 40% 15,080 22,620

  2) ポンプ・配管・設備 245,900 97% 238,523 7,377

(5) 発電機室

  1) 発電機室（躯体） 29,200 40% 11,680 17,520

  2) 発電機・機械設備 72,800 97% 70,616 2,184

(6) 沈殿池

  1) 土木構造物 135,300 40% 54,120 81,180

  2) 配管設備 62,500 97% 60,625 1,875

(7) 粗濾過池

  1) 土木構造物 166,200 40% 66,480 99,720

  2) 配管設備 157,400 97% 152,678 4,722

(8) 緩速濾過池

  1) 土木構造物 320,100 40% 128,040 192,060

  2) 配管設備 119,000 97% 115,430 3,570

(8) 浄水池

  1) 土木構造物 132,000 40% 52,800 79,200

  2) 配管設備 47,000 97% 45,590 1,410

(10) 送水管 1,429,600 70% 1,000,720 428,880

(11) 高架水槽

  1) 土木構造物 229,500 40% 91,800 137,700

  2) 配管設備 32,200 70% 22,540 9,660

(12) 配水管 1,660,700 70% 1,162,490 498,210

(13) 公共水栓 56,700 40% 22,680 34,020

(14) 家畜用水飲み場 13,500 40% 5,400 8,100

(15) その他 251,400 70% 175,980 75,420

計 5,268,000 3,520,992 1,747,008

平均外貨率 67% 33%

1.2 間接工事費

1,775,000 67% 1,189,250 585,750

建設工事費計 7,043,000 4,710,000 2,333,000

2. 設計・施工監理費（建設工事費の 15%、下 3ケタ切り上げ）

1,057,000 67% 708,000 349,000

3. 事務費・その他経費（建設工事費の 10%、下 3ケタ切り上げ）

705,000 67% 472,000 233,000

8,805,000 5,890,000 2,915,000概算事業費

項目
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表 6.8: Godey 市の物価変動を見込んだ各年の事業費 

 

 

 

 

 

 

 

 

各年の予算から見れば、数字的には SRWDB の年間予算の枠の中ではあるが、ソマリ

州の水予算をすべて Godey 市につぎ込むことはできないため、一部は水局の予算を利用

するとしても他ドナー等の予算を検討することになると思われる。いずれにしても予算

と規模を十分考慮した検討が必要になる。 

c. 運営維持管理面からの検討 

Godey 市の給水施設の運営維持管理状況は、市水事務所が郡から 2011 年ころに独立し

たばかりの新しい組織であり、スタッフの数や組織の体制、資機材の状況も非常に脆弱

であり、施設の維持管理や運営は十分に実施できていない。今回の給水計画は既存施設

の老朽化に鑑み、新規の施設を計画しているため既存の運営維持管理体制の見直しが必

要であり、以下の表 6.9に今後の施設の維持管理に必要なスタッフの体制を示した。 

表 6.9: Godey 市の給水施設運転・管理に係るスタッフ必要数 

常駐フィールドスタッフ 非常駐スタッフ 

施設群 テクニ

シャン 

オペレ

ータ 

アシスタント・

オペレータ 

ラボ・テクニ

シャン 
警備員 現場作業員 

（年間） 
給水事務所 

技術職員（年間）

取水施設、ポンプ場、

発電機小屋、沈殿池、

粗ろ過池、緩速ろ過池 
6 [2] 3 [0] 0 [0] 18 [6]

4950 
[4580]人日 

8 人日 

浄水池 2 [2] 2 [0] 2 [0] 3 [1] 20 [216]人日 0 

配水池 

5 [2] 

3 [0] 0 [0] 0 [0] 6 [0] 21 [96]人日 0 

予備配水池 0 [0] 0 [0] 0 [0] 0 [0] [NA] 0 [NA]人日 0 

送・配水管システム 0 [0] 0 [0] 0 [0] 0 [0] [NA] 200 [NA]人日 60 人日 

各スタッフ合計 5 [2] 11 [4] 5 [0] 2 [0] 27 [7]

総計 50 [15] 

5191 

[4892]人日 

68 人日 

注）網掛けはサイトに非常駐の給水事務所スタッフで、維持管理費用の計算対象には含まない。 

スタッフ数はシフトによる勤務を前提に必要となる総人数を記した。括弧 [ ]内は現状の数値。 

 

また給水計画に基づく給水施設の運営維持管理に必要な概算の費用は、以下の表 6.10

に示す。主な費用の算出に必要な項目は前述のワレダの維持管理費と同様である。 

（単位:USD）

2015 2016 2017 2018 物価変動含む
事業費

基準事業費

2,680,000 2,680,000 2,669,000 8,029,000 7,043,000
外貨分 1,650,000 1,650,000 1,650,000 4,950,000 4,710,000
ｴﾁｵﾋﾟｱ国内貨分 1,030,000 1,030,000 1,019,000 3,079,000 2,333,000

282,000 282,000 282,000 297,000 1,143,000 1,057,000
外貨分 182,000 182,000 182,000 183,000 729,000 708,000
ｴﾁｵﾋﾟｱ国内貨分 100,000 100,000 100,000 114,000 414,000 349,000

192,000 192,000 192,000 186,000 762,000 705,000
外貨分 122,000 122,000 122,000 120,000 486,000 472,000
ｴﾁｵﾋﾟｱ国内貨分 70,000 70,000 70,000 66,000 276,000 233,000

474,000 3,154,000 3,154,000 3,152,000 9,934,000 8,805,000

西暦（年）

事業費計

内
訳

内
訳

2.設計・施工監理費

1.建設工事費

3.事務費・その他経費

内
訳
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表 6.10: Godey 市の給水施設の運営維持管理費用 

 

 

 

 

 

 

 

 

算定条件
- 表示した費用はVAT込みの2013年の価格, 1USD=18.53Birr

- 10年間の平均として算出

- 既存施設の維持管理も含む

- 費用は定期的な維持管理の出費で、事故対応および機材交換の出費を含まない  
 

この金額は 2013 年の単年次によるもので、これらの金額は今後の物価上昇を加味すれ

ばさらに大きくなる（2020 年の試算：448,000USD）。Godey 市の施設は浄水場の荒ろ過

池や緩速ろ過池の施設も新設される計画であり、管理が高度になる点も考慮する必要が

ある。とくに緩速ろ過池は 24 時間の水の流動が必要な施設であり、当面商用電源の確保

が難しい場合、発電機による計画を実施せざるを得ない。運営維持管理も根気のいる作

業になる。数々の点を考慮しても職員の運営維持管理能力の向上をめざして持続的な研

修を実施する必要があり（WASHCO 研修も含めて）、その費用は年間約 300 万 Birr（約

162,000USD）と算出されている。今後は水事務所による体制の確立と予算の計上が必要

不可欠である。 

d. 経済･財務評価 

Godey の経済評価は、給水計画が実施された場合の経済的便益を水汲み時間の削減便

益と健康改善便益で検討した。前者は社会経済調査の結果から、事業の実施による時間

削減効果が 2.4 時間と推定されるため調査地域における労働コストである 1 日当り 100 

Birrの基準から考えると 1日当り 15 Birr（100×0.5×2.4/8）の価値とみなすことができる。

それによって年間 4,500 Birr に相当する価値となる。健康改善便益では、事業の実施が医

療費の削減に貢献する差として表され、安全な飲料水の確保によって一人当たりの医療

費の 10%が削減効果とされることが期待される（World Bank, 2004）。費用便益分析によ

って経済評価の指標を算定し、経済的内部収益率（EIRR）は、大部分の給水計画で資本

の機会費用である 10%を超えた結果となり経済的な妥当は有していると示された。 

Godey 市の給水計画の事業費は、2020 年までの総計が、総額 880 万 5 千 USD となる。

事業費に対する予算化については、原則維持管理費用をコミュニティが負担すれば初期

事業費は政府（州）予算で対応する方針であるが、現状とあまりにかけ離れた状況では

ドナー等の援助を仰ぐことも視野に入れる必要がある。いずれにしても水料金の徴収額

によって事業費を回収することは困難であるため、財務評価は実施しないが、運営維持

管理費用の算出した結果と水料金の徴収額の比較では、現状の Godey 市の 15 Birr/m3 の水

費用

(Birr/年)

スペアパーツ 22,272 発電機と陸上ポンプ用スペアパーツ

電気・燃料 2,211,840 発電機と陸上ポンプ用の燃料と電気代

人員 954,096 主にフィールドスタッフと労働者の人件費

薬剤 707,724 水処理用薬剤の購入費

消耗品 33,372 清掃用の道具等

その他 0

合計 3,929,304

備考費目

米ドル換算  約 US$ 212,000
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料金を徴収した場合は維持管理費用を賄うのは難しい。計算では 30.9 Birr/m3 以上の水料

金の徴収費が確保できれば徴収額が維持管理費用を上回り、また 50 Birr/m3 の水料金の設

定で 62%以上回収することで、維持管理費用を上回り財務的に妥当になる。途上国での

世帯の水道料金支払い能力は、国連による調査では 3～12％とされており、本ケースでは

年間の収入の 8%を仮定すれば、社会経済調査のデータから月額 202 Birr/月程度の支払い

が可能であると推測できる。Godey 市で平均 6 人世帯を仮定する場合、月の水使用量は

約 3.6m3 であるため、50 Birr/ m3 の料金でも支払いが可能であると予測できる。 

 

6.4 給水計画の可能性実現に向けた提案 

給水計画の実施にあたっては、施設の建設に伴う予算の確保や持続的な施設の利用に

必要な運営維持管理体制の確立と具体的な実施が求められる。予算面に関しては各ワレ

ダや都市部での予算確保に向けて SRWDB や郡政府が活動する必要があり、政府の独自

予算を確保することも計画を立てて検討しつつ、ドナー等の援助機関とも密接に協議を

行うことも必要である。 

運営維持管理体制に関してはワレダや都市部での状況は劣悪であり、都市部の調査結

果をみても財務管理の考え方に基づいた水料金の徴収は行われておらず、おそらく直接

調査のできていないワレダでも同様の状況であろう。また給水計画の実施と持続性の確

保は、運営維持管理ができる体制の確保が必要不可欠であるが、それには体制維持のた

めの予算も必要となり、継続的な職員の能力向上を考えた場合、研修の実施も必要なる

ため、研修用の費用も考えておかなくてはならない。このように体制、予算面からの実

現が給水計画の実施に向けての試金石である。 
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